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Chapter 6 

新古典派内生的技術進歩論の展開

6.1 本章の目的

経済が完全雇用を系白寺し続ける時、経済成長率は人口成長率と技術進歩率の和に等しし'0 Harrod[19]が
示したこの事実を、Uzawa[79]は、Solow[71]の新古典派成長モデルにHarrod中立型の技術進歩を導入し
て確認した。だが、技術進歩がどのような社会的諸要因によって決定されるのかを説明しない限り、我々
はある社会の経済成長率が何によって決まるのかを十分明らかにしたとはいえなし1。なるほど人口成長も
生物学的諸要因のみならず、社会的要因ーたとえば、一国の経済状態によっても、左右されるだろう。し
かし、経済的諸要因と人口成長の関係は、経済的諸要因と技術進歩の関係ほどには強くない1。実際、資本
市経済では、技術進歩の重要な動機は経済的なものである20

このような問題意識に立った研究は、Kaldor[27]に始まり、1960年代の展開を径て、近年、内生的成長
モデルと総称される新たな発展を遂げた。本稿の第一の目的は、 Romer[60]， Lucas[39]等の内生的技術進
歩モデルがUzawa[79]モデルの自然な発展であることを示すことである。そのため、本稿では考察の対象
を一定の貯蓄率sに対応する均斉成長径路に限定する。一般に内生的技術進歩モデルで、は、技術進歩率は
消費者の通時的効用最大化の枠組みの中で決定されるが、我々は特に技術進歩率の決定メカニズムに焦J長
をあてるためにあえて貯蓄率を一定にした。また、Uzawa[79]の均斉成長径路は、 Kaldor[28]の指摘する
Stylised Fa乙tsと整合的である。このことも、我々が考察を均斉成長径路に限定した理由の一つで、ある30
第二に、内生的技術進歩のそれぞれのモデルで、均斉成長径路の経済成長率、経済諸変数はどのようにし
で決まるのか、特に、貯蓄率の変化は、それぞれのモデルにおいて、均斉成長率や経済諸変数にどのよう
な景災警を及ぼすのかが分析される。こうした分析を通して、内生的技術進歩モデルには、その数学的手法
の類似性にもかかわらず、技術進歩率の決定メカニズムに関して大きな相違があることに気づくだろう。

最後に、内生的技術進歩モテずルの経済学的問JmF.車、を資本制経済の基本的特徴4との関連で明らかにする。

6.2 外生的技術進歩

Uzawa[79]は、Solow[71]の新古典的戎長モデルにHarrod中立型の技訴進歩を導入した。Solow[71]の生
産関数Y = F(I<， L)は

1 Ka.ldor[29] 
lKennedy and Thirwall[33] 
3Rebelo[55]p.519 
4置塩他[50]第l章.

Y = F(K， AL) 

47 
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に取り替えられた。ここでYは国民所得、Kは物的資本、 Lは労働である。Aは技術を表す。以下の議論
で我々は一貫してこの型の技術を取り扱う。さらに技術 Aは時間1のみの関数であり、技術進歩率αは一
定と仮定される。

A -α 
A 

それ以外の仮定はSolow[71]とまったく同じであるOすなわち、Say's lawが成立して、貯蓄Sと投資Iは
事前的にも事後的にも等しし\0

S =I 

が成立する。投資は物的資本の増分だから、
1 = J( 

である。単純化のために国民所得の一定割合sが常に投資支出に向けられるとすれば、

1 = sY. 

最後に、完全雇用と人口成長率一定を仮定すると、

九一
一

L一
L

が成り立つ。
効率単位での資本一労働比率tを

l- I( 
AL 

で定義すれば、以上の6本の方程式は、新古典派生産関数の一次同次性より、1本の方程式

l = sj(l) - nl 

に集約される。ただしj(l)=F(e，l)とした。新古典派生産関数の通常の性質に注意すれば、この経済に
は均斉成長径路が存在し、その径路上で、経済成長率は資本の成長率に等しく、さらにそれは人口成長率
と技術進歩率の和に等しい。
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+
 

丸
一
一

-
K
一

K
一
一

・
Y一
Y

均斉成長径路上での経済成長率は人口成長率と技術進歩率によって決定される。一方、この径路上の効率
単位での資本一労働比率fは

242二九+α

を満たさなければならない。しかも効率単位での資本-労働比率r，こ対応して利潤率も正の一定値をとる
から、この成長径路に沿って資本制経済は成長し続けることが可能であるOこのモテごルの中で-貯蓄率sの
上昇は、経済成長率にまったく影響を与えない一方、効率単位での資本-労働比率fを確実に高める50

技術進歩率αをタ性的に一定として、Uzawa[79]は均斉成長径路で経済成長率が人口成長率と技術進歩率
のねこ等しくなることを示した。しかも、このモデルの均斉成長留各の特徴はKaldor[28]のStylisedFacts 
の大部分と整合的である60

しかし、資本制経済での技術進歩は、経済的動機によって促されており、技術進歩率がどのような社会
的メカニズムの中で決定されているのかを明らかにしない限り、経済成長率がどのような水準に決まるの
かという問題は解決されない。したがって、Uzawa[79]以降の新古典派成長論の一つの重要な課題は技術
進歩率の内生化であった。

5 Lucas[39Jはこの相違に着目して、 前者をGrowth E圧ect、f走者をLevel Effectと呼んだ.
6Bu口neister and Dobell[5J p.79 
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また、資本主義諸国聞の成長率が異なり、各政策当局の政策目標の一つがより高い成長率の達成である
時、技術進歩率の内生化という課題は、理論的のみならず、政策的にも大きな意味を持った。

次節以降で、Uzawa[79]の均斉成長径路での技術進歩率の決定問題が、最近の内生的技術進歩論の諸モ

デルによってどのように解決されたのかを示そう。

6.3 内生的技術進歩

6.3.1 Uzawa-Lucas Model 

新古典派の内生的技術進歩論の一つの大きな特徴は、技術 A を創造する新たな経済部門を導入したこと
にある。現在の技術水準の上昇Aは、その技術の創造に関与した労働、資本、あるいは過去の技術の蓄積
によって-決定されるだろう。Uzawa[80]、Lucas[39]は、現在の技術水準の上昇Aが職業訓練と過去の技術
の蓄積に依存するものと考えた。一方、Arrow[2]、Romer[60]らの考え方は、逆に資本投入と過去の技術
の蓄積が現在の技術水準の上昇を決定するというものである。本項では、Uzawa[80]、Lucas[39]のモデル
を検討する。

Uzawa[80]によれば、各人は現在から将来までの一人あたりの消費の総計を最大にするように現時点で

二つの選択を行うO一つは、所得の消費と投資への分割であり、もう一つは、非余暇時間の労働時間と自
己教育時間への分割である。前者は、初期時点別海の技術水準を所与とした時の現在の消費と将来の消費
の代替に関する問題であり、後者は、初期時点以降の技術水準を変更することによって、間接的に現在の
消費と将来の消費の代替に関わる。というのは、将来の技術水準の上昇は、過去の技術の蓄積と人々の現

時点での自己教育の成果によって-決まるからである。このモデルにおける技術とは人々の知的、技術的能
力である。過去の技術水準が与えられば、人々がより多くの時間を技能の習得に費やせば費やすほど、そ

の分将来の技術水準は上昇するだろう。他の条件が不変ならば、将来の技術進歩は将来の消費増に結び、つ
く。しかしながら、人々の非余暇時間が一定ならば、自己教育時間の上昇は労働時間の減少を意味し、そ
のことは、現在の所得の減少、さらには投資の減少を通じて、将来の消費水準を低下させてしまう。した
がって、現在から将来までの一人あたりの消費の総計を最大にするためには、各時点での貯蓄率だけでな
く、非余暇時間の分割も最適な水準を選択しなければならない。

我々は上述のUzawa[80]のモテ'ルに二つの点で修正を加えるO我々の分析対象は資本制経済の成長過程

であるから、資本制経済の基本的特徴を考慮したモデルを作らなければならなし1。資本制経済は階級社会
であり、労働を主として提供しているのは労働者で‘ある。労働者は将来にわたる実質賃金率の総計を最大

にするように非余暇時間を労働時間と自己教育時間に分割する。自己教育の成果は、労働者の技能の向上
として結実し、それは将来のより高い実質賃金率を保証するだろう。しかしながら、自己教育期間中は賃

金を受け取ることはできないから、労働者は将来の期待実質賃金率上昇と現在の実質賃金の減少を勘案し
て、非余暇時間の分割を決定するだろう。これが、修正の第一点である。

第二点は本稿の目的と直接関わっている。資本制経済における技術進歩率がどのようにして決定されて
いるのかを明らかにすることが本稿の目的であるから、Uzawa[80]が行ったように技術進歩率の決定問題
と同時に貯蓄率の決定問題を考えれば、問題は必要以上に複雑になる。したがって、以降、我々は貯蓄率

の決定問題を回避し、貯蓄率を一定と仮定する。すなわち、

5 = sY sは一定

とする。一人あたりの消費の総計を最大にするような貯蓄率の決定に関する問題は、すでに最適成長理論
の分野で十分な研究がなされている。さらに、貯蓄率を一定としたもとで、前節で示したUzawa[79]の均
斉成長留各への移行過程に関する問題も分析の単純化のために捨象する。貯蓄率一定の仮定に加えて、我々
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は経済が Uzawa[79]の均斉成長径路上にあることを仮定する。言い換えれば、効率単位での資本一労働比率
は常に一定である。

以上 の二点を考慮すれば、Uzawa[80]の提示したモデルの要請は、実は労働者 の非余暇時間の分割問題
にあることがはっきりするだろう。 修正 の第二点から 非余暇時間の分割に関する選択の主体である労働者
は、社会全体 の貯蓄率の決定にまったく関与していない ことになるが、このことは、資本制経済 の基本的
特徴と整合的である。 資本制経済では、社会の投資決定は生産手段の所有者である資本家の手に握られて
おり、労働者はこの決定に基本的に関 与していなし"0

以下、上述の二つの修正を考慮して 、Uzawa[80]のモデルを再構成しよう。毎期、労働者は与えられた
非余暇時間Lを労働時間Lyと 自己教育時間LAに分割する。前節と同様、Harrod中立型の技術進歩を仮
定すれば、国民所得 Yは

Y = F(K， ALy ) (6.1) 

で与えられる。なお 、Fは通常 の新古典派生産関数の3首生質を満足する。 労働者の技能の向上Aは、それ ま
での技術の蓄積A と 非余暇時間Lに占める自己教育時間LA の割合に依存する。すなわち、

Å=キA ó > 0 (6.2) 

前節と同様、Say's lawの成立および貯蓄性向s 一定を仮定しているので、

!( = sY (6.3) 

が成立する。 非余暇時間と余暇時間の比率が一定であるとすれば、

九一

一

L一
L (6.4) 

であることがわかる。ただし、人口成長率況は一定である。さらに、資本一非余暇時品主仁率、非余暇時間中
の労働時閣の割合をそれぞれk， uとしよう。すなわち、

k=E， Ly -
τ 

である。L= Ly + LAで、あることに注意すれば、自己教育関数(6.2)はただちに

i=6(1-u) 

に書き換えられる。さらに、他の3つの式からkに関する勤学方程式が得られる。

k = sAuf (土) 一 九k

限界生産力説の成立を仮定すれば、実質賃金率ωは

ω= A [ f (去) -去ベ土)]
で与えられる。 非余暇時間1時間あたりの実質賃金

wLy 
L 

から得られる通時的 効用
r川exp( - pt)dt 
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の最大化を考えよう7。ただし、時品百室好率pはp> 0を満たす。労働者の目的関数を定式化するにあたって
時間選好率を導入したのは、純粋に技術的理由によるO実際、仮定ρ> 0は最適化問題の実行可能性集合
の上で、上の広義積分か有限確定値をとることを保証している。

結局、労働者の最適化問題は以下のように整理される。

o民 l fo
∞

山

S.t. k 一 山1 (よ) - nk 

A 一 5(1ー包)A 0<5<ρ 

w 一 A [1 (ム)-よ1'(ム)]
言い換えれば、与えられた生産関数と自己教育関数のもとで、労働者は実質賃金率から得られる通時的効
用の最大化を達成すべく、非余暇時間の配分を決定する。Uzawa[80]は U(c) = cと特定化したのに対し、
Lucas[39]は効用関数 Uを

司自ム
-

一一
σ

σ一
一

一

-

Ti

pしv
-一一pu

 
U
 

o < σ < 1 

とし、生産関数をCobb・Douglas型にした。

Y = F(I(， ALy)ご[(ß(ALy)l-ß O<ß<l 

本章でも最適解を明示的に求めるために、Lucasの特定化を踏襲する。この特定化、特に効用関数の特定
化はやや奇異に見えるかもしれないが、資本制経済の基本的特徴と矛盾することはないと思われる。効用
関数および生産関数を特定化した結果、労働者の最適化問題は

f∞ ( ωU )lーσ - 1 
j 旬 xp (一ρt)dt0<‘�l Jo 1ー

S.t. k 一 山(よ)β-nk O<u<l 

A 一一 5(1ー包)A 0<5<ρ 

w 一一 A(l - ß) (よ)β O<ß<l 

と書き換えられる。以下の計算の簡略化のために新しい記号

x = wu 

を導入しよう。
実際、我々は以下の分析を効率単位で計った資本-非余暇時間比率が一定である均斉成長御各上に限定す

るから、
k A 
k - A (6.5) 

7初期時点、から無限時点までの効用の総和を労働者の目的関数にすることは、 労働者が無限期間生存することを仮定しており、 現
実的ではない. この点は各世代の労働者が有限期間生存する世代重複モデル(Overlapping Generations Model)を作れば解決でき
る.しかし、 そうなれば、動学モデルは連続型から離散型になり、Uzawa.-Lucasモデルを第6.2節の連続型のUzawa[79]モデルの
発展として捉えたいとする本章の目的は十分果たされない. Uzawa-Lucasモデルを世代重複を考慮して再定式化することは興味深
い課題であり、 次章で検討したい.
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が成り立たなければならなし1。結局、最適化問題 は、

o訟11==:
-

K
一
K-
A一
A

(6.6) koはglveηo < ó < p ó(l-u) 一一s. t. 

(6.7) A。はgtve九ó( 1 -u) 一

o < ß < 1 (1 -ß)μ(Aul 一Z 

(6.8) 

とい う比較的簡単な形に落ち着く。
この最適制御問題の現在価値Harniltonian は

H(k， A， 81， 82， u， t) 
- ー.

= 一 1ーσ 晶+81(Ó(1 -u)k) + 82(ó(1ー包)A)

ここで、補助変数。1， 82は以下の微分方程式を満たす。

。1

で与えられる。

一一。2

最大値原理より、最適制御♂は各時点でのHamiltonianを最大にするから、内点解を仮定すれば、

8H 1σ 1-ß 一一 = ピ ・一一一- 81Ók -82óA = 0 
8u u 

を満たさなければならない。すな わち、

zl-σ = 占 (… 刈 (6.9) 

0くσ< 1であることに注意すれば、二階条件も満たされることがわが成り立つO この時、OくFくし
かる。実際、

82H (1 - ß )X1ーσ

'"l ? - っ [ (1-ß)(lーσ) -1] < 0 
8u“ u'2 

である。 (6.9)を81とんの微分方程式に代入すれば、

、11ノハU噌'ムハhv，，aE‘、[ρ-ó (占♂+1ー♂) ] 01ー
(:乱。2

(ρ一例ーヲk

一。1

\l，ノ可i噌tム•
 
ハO，，s，‘、一82 

以上の分析から、最適制御問題の解は、横断性条件

ιzA02exp(一ρt)= 0 

とともに (6.6)、(6.7)、(6.10)、(6.11)の4本の微分方程式を満足しなければならなし1。これらの最適解
のうち、技術進歩率αが一定であるような径路を考えよう。これ はLuc出[39]が最終的に 分析している定常
成長径路である。

え1K81exp(一ρt)= 0， 
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技術進歩率αを一定とすれば、

α=j=6(lー♂) 川)

より、♂は一定となる。したがって、経済が常に均斉成長径路上にあることに注意すれば、
Ry

 --11tI/

 

k一
M/It--1\

 

nυ「一一

z一
M

の左辺は常に一定であり、x， A， kは同ーの率で成長する。

α
 一一

k一
k

一一
A
一

A
一一

Z

一Z

(6.9)の対数微分をとり、動学方程式を考慮すれば、

I B1 . k \ B1k . I 仏 A\ B2A (1ーσ)α = I � 1 + 7- I " 
J 
V � '"" A + I 二+- 1 4

\ B1 . k J B1 k + B2A ' \ B2 ' A J B1 k十九A

B1 B1k . B2 B2A 
ーー ・ ーげ

B1 B1k+B2A' B2 B1k+B2A' 十
r 5ß • = ρ-0ー亡ず 十

が得られるOこれと自己教育関数(6.2)より、技術進歩率αと非余暇時間の分害い・が求まる。特に技術進歩
率は、

α 5ーρ(1-ß )  
σ+ ß(lーσ) ( 6.13) 

となる。
この時、さらに5(1ーσ)くpく三Fが満たされれば、確かに、労信踏の非余暇時間の分割u.'j:Q<♂< 1 

を満たす。(数学注Al参照)ところで、我々は、効率単位の資本-労働比率が一定である均斉成長径路の
分析を行ってきた。生産関数の一次同次性より、この径路上では国民所得の成長率は、

Y A L 
y-互+z=

によって定まる。最後に補助変数B1' B2の初期値を正とすれば、♂を一定に保つような市j御は横断性条件を
満たしていることも確認できる。(数学注A2参照)

均斉成長径路上で、の効率単位で計った資本J労働比率去は(6.5 )より、

5(1ー♂)= s千f (会)一九 (6.14) 

を満たす。新古典派生産関数の性質に注意すれば、均斉成長径路上の物的資本Kと技能を考慮した労働
ALyの比は貯蓄率sの増加関数であることがわかる。(数学注A3参照)効率単位の資本-労働比率が定ま
れば、利潤率Tも一定になり、資本制経済はこの径路に沿って成長を続けていくことができる。

数学的な展開の結果に経済学的意味づけを与えよう。前節の Uzawa[79]では、均斉成長径路上の技術進
歩率は外生的に一定とされた。しかし、Uzawa-Lucasモデルでは(6.13)を見ればわかるように、技術進歩
率は労働者の選好と生産の技術的条件によって内生的に決定される。(6.13)の右辺はsを含んでいないの
で、このモデルでは、貯蓄率の変化は技術進歩率にまったく影響を及ぼさない。貯蓄率の変化は(6.14)で
示されるように、もっぱら均斉成長径路上での物的資本と効率単位で計った労働の比率を変化させるだけ
である。



54 CHAPTER 6. 新古典派内生的技術進歩論の展開

我々は、UzawarLucasモデルの提示にあたって、モデルの基本的構造が失われない範囲で、資本制経済
の基本的特徴に照らして、モデルを若干修正した。モデルの合意が明らかになったので、モテ'ルから得ら
れる諸結果が資本制経済の基本的特徴と整合的かどうか検討しよう。

第一に、このモデルでは、技術進歩率は、所与の生産の技術的条件のもとで、労働者の選好に依存する。
それは労働者の供給する労位置が必ず需要されると仮定されているからである80しかし、資本市経済では
労働者の希望通りの雇用が常に実現されるとは限らなし1。別の言い方をすれば、資本制経済では非自発的
失業が存在しうる。もし、Ricardo[56]の主張するように資本制経済には利潤率の最低限が存在し9、しか
も、労働者が最も望ましいと考える非余暇時閣の分割に対応する均斉成長径路上の利潤率が、資本家の許
容できる利潤率の最低限を下回っていたとすれば、資本家は労働者が期待するような雇用を提供すること
はないだろう。資本告IJ経済では生産の基本的決定を資本家階級が握っているので、この点を無視して、非
自発的失業をはじめから排除することはできない。

第二に、資本制経済の技術の特徴は、技術が機械等の物的資本に体化されている点にある。技術が労働
者の個人的能力として人閣の身体と不可分に結び、ついているのではなく、機械に体化していたからこそ、
機械の 所有者である資本家は労働過程において労働の指揮権を確立できたのであるloo いわゆる「人的資
本」理論に基づく技術論は、資本制経済の存続のためには、技術の寸鮒性格が問題なのではなく特定の
↑封各を持つ技術が問題であることを見逃している。

最後に、Uzawa-Lucasモテソレによれば、貯蓄率の変化は 経済成長率に何の影響も与えることもできない。
したがって、政府の財政・金融手段による政策介入か冶局、貯蓄率の操作に帰着するとすれば、この結論
は、経済成長率を高めようとする政策介入は無意味であることを示唆している。もし、経済学が 経済成長率
を高めるような政策の理論的正当性を求められているとすれば、そのような意図に対して、Uzawa-Lucas

モデルはまったく応えていなし"0

6.3.2 Learning by Doing Modelの展開

技術水準の上昇を労毎年者の技能の向上と過去の技術の蓄積に結び、つけた Uzawa[80]， Luc出[39]に対して、
Arrow[2]は、現在の技術水準の上昇を現在までに蓄積されたtEl投資の総量に結び、つけた。Arrow[2]によれ
ば、現在の技術水準の上昇は、経験を通じた学習によって獲得される。経験の指標として、UI投資の累積が
とられた。Arrow[2]はこの着想、を資本と労働の聞の代替を含まないVintage Modelで展開した。Arrow[2]

の着想、を資本と労働の閣の代替を考慮した新古典派成長モデルに組み入れたのは Sheshinslci [67]である。
Sheshinski[67]は、Arrow[2]を少し修正して、経験に基づく労信堵の烹練A をわ世支資の累積、すなわち、

資本Kの関数とした。
A = I("f 0<γ< 1 、、』，，，戸、u句1ムハor'EE、、

この時、生産関数が、Harrod中立型の新古典派生産関数、

Y = F(I(， AL) 

であれば、この生産関数はKとLに関して収穫逓増となる。そこで、所得分配に関する限界生産力説を保
持するために、Arrow[2]， Sheshinski[67]では、資本蓄積が技術の向上に与える景九霊は生産者にとって外部
的であると想定した。 第6.2節と同様、Say'slawを仮定すれば、

1 = J( = sY 、1，/円。市よ円。'''s、、

8実は、 このモデルは、 各労働者が資本家の労働需要関数を知っていることを想定しており、 その意味で、 労働供給独占が成立し
ているモデルである。 それゆえ、 技術進歩率の決定に生産の技術的条件が関与している。注7で触れたような世代重複モデル を作れ
ば、 一般的とはいえない労働供給独占を排除することができる.

9R.icardo[56Jp.122， Kaldor[27J p.14. 
lOMarx[41]第二分冊、p.263， p.326， p.332. 
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が成り立つ。人口成長率も一定である
L -=- = n 
L 

(6.15)から、効率単位で計った一人あたり資本fの変化は、

; =(l- 4 一九 (6.17) 

で表される。したがって、効率単位での資本--1J飢比率を一定に保つUzawa[79]の均斉成長径路上では、生
産関数の一次同次性により、国民所得の成長率は

-
Y一
Y

一

-
K一
K

n 一
1 -γ 

となり、さらに、技術進歩率は、
A [{ L nγ 
A ]( L 1-γ 

となる。一方、この均斉成長径路上での効率単位での資本-労働比率fは、(6.16)， (6.17)より、

81(1.) = よと
1 -γ 

を満たさなければならなし、。貯蓄率sの増加は、均斉成長径路上での効率単位での資本ー労働比率を押し上

げるが、経済成長率に対してはまったく変化を及ぼさない。(数学注A4参照)この結果は第6.2節のUzawa

モデル、第6.3.2項のUzawa-Luca.sモテ'ルとまったく同様である。
それに対して、Romer[60]は、Sheshinslci[67]の技術と資本ストックの関係式 (6.15)を以下のように書

き換えた。
A = G(A， 1) 

ただし、G は現行の技術水準Aと投資nこ関して収穫一定であるO以後、これを Romerの学習関数と呼
ぶ110 Romer[60]の学習関数と Sheshinski[67]の学習関数とはどのような関係にあるのだろうかo Romer[60] 

の学習関数を特定化して
A =]μA1ーμ 0<μ< 1 、、E，ノ

-FHU
 
可，ム円。，，EE、、

としよう。学習関数の一次同次性は保持されて いるO 一方、Sheshinslci[67]モデルの (6.15)式を微分すれ

ば、Sheshinslci[67]の学習関数

A = γ](γー 1 i( 

= γAl-� .] 0<γ< 1 

が得られる。容易にわかるように、この学習関数は規模に関して収穫逓減である。実際、技術水準Aと投

資Iが c倍(c> 0)になる時、技術水準の増加は、c2一今倍になり、 0<γ<1であるから、

2一一<1 
γ 

が成り立つ。
結局、Romer[60]が行ったことは、Sheshinski[67]モデルの収穫逓減の学習関数を収穫一定の学習関数に

取り替えたことである。

11 Romer[60]は学習関数について本稿より強い仮定をおいているが、 それは、Romer[60]が技術進歩率の決定の問題を最適成長論
の枠組みの中で分析しているからである.実際、Romer[60]の学習関数に関するその他の仮定は最適成長径路の存在を保証する条件
になっている。しかし、 資本制経済において人々は、 社会全体の生産活動を念頭において通時的泊費の最大化を行っているわけでは
ない. 第6.3.1項で述べたように現実の技術進歩率の決定問題は、 通時的泊費最大化問題とはまったく独立である.
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では、Romer[60]が行った変更は、Sheshinski[67] モデルの結論をどのように変えるのだろうか。
Sheshinski[67]モテごルとの違いを明白にするために、学習効果を社会の総投資量ではなく、一人あたりの投
資量の関数と考えよう。 μ 

\11111/

 

I一
v・a・-U/If--t\

 

μ A
 

一一
-

A
 

o <μ< 1 (6.18) 

Romer[60]では人口は一定とされているから、このような解釈は、決してRomer[60]の主張と矛盾しなし\0
効率単位での一人あたり資本 fの変化率は、

;=4-;-r (zy 、、‘，，，，QV

 

可EAcu

 

，，aE‘、

と表せる。均斉成長径路上では、効率単位での資本一労働比率は一定値f をとり、

g一九-f*μg μ =0 (6.20) 

を満足する。ただし、物的資本ストックの成長率をgとおいた。一方、(6.16)より、

J( sf(l*) g=-=ーっ_j_ (6.21) 
!( f 

が導ける。(6.20)と (6.21)を解けば、均斉成長径路上での効率で計った資本一労働比率fと物的資本の成
長率gが求まる。(6.16)を (6.19 )に代入すれば、fに関する微分方程式が得られるo rは、この微分方程式
の定常解であり、一意に存在し、しかも大域的に安定である。(数学注A5参照〉

( 6.20)からわかるように、資本の成長率gは人口成長率と生産の技術的条件だけからは決まらず、貯蓄率
sが与えられないと決まらない。今、貯蓄率sが上昇すると効率単位の資本手?働比率だけでなく、物的資
本の成長率g も高まる。(数学注A6参R責)生産関数の一次同次性より、資本の成長率は国民所得の成長率
に等しいので、貯蓄率の上昇は結局、経済成長率を高めることがわかる。この点が Sheshinski[67]モデル
との最も大きな相違である。均斉成長径路上では、

J( A L 

J( A L 

が成り立つことに注意すれば、技術進歩率αは、

九nud

 

一一

-
A
一
A

一一α 
と表すことができる。このモデルで、貯蓄率の上昇が経済成長率を押し上げた理由は、貯蓄率の上昇が技術
進歩率を高めたからである。

Romer[60]は、Sheshinski[67]の規模に関して収穫逓減の学習関数を収穫一定に変えることで、貯蓄率の
上昇が均斉成長径路上で経済成長率を高めるようなモデルを作った。Sheshinski[67]モデルだけでなく前項
のUzawa-Lucasモデルにおいても、貯蓄率の上昇は経済成長率に景兵書を及ぼさなし1から、このような卒読命
は、Romer[60]独自のものである。Romerによれば、政府は、貯蓄率を高めるような経済政策をとれば、
自国の経済成長率を高めることができる。したがって、Romer[60]の結論は、政府の政策介入に理論的正
当性を与えるものである。

我々は、Romer[60]の積極的な個l匝を最大限に矧面するために、彼のモテソレから、自給自足的な生産第十
(household prod ucer)の消費最大化問題に関する部分を意図的に取り除いた。資本制経済では、一般に生
産と消費は別個の主体によって営まれており、消費者は生産に関してわずかな情報しか持っていなし1。そ
れゆえ、資本制経済の技術進歩を、生産を掌握する消費者家計の通時的な資源配分の結果として説明しよ
うとする方法は、資本制経済を研究の対象とする限り、受け入れることはできなし1。
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もっとも、Romer[60]による最適化問題の利用は主観的には、技術進歩率の変化を、製造業部門と研究
開発部門の閣の資源配分、特に物的資本の両部門への配分の問題として説明しようと意図したものと推測
される。しかし、資本制経済で産業部門聞の資源配分を決めるのは、全社会的な計画当局でもなく、また

同質的で自給自足的な生産家計 (household prod ucer)でもなし\0資本家と労働者からなる質的に異なった

経済主体の諸行動の合成結果が、社会の資源配分を決めるのであるO

6.3.3 Designの生産

製造業部門と研究開発部門の間の資廊己分は、自給自足的な生産気十(Household Prod ucer)の通時的消

費最大化の結果としてではなく、異なる経済主体の諸行動の相互作用の結果として導かれなければならな

い。社会的な技術進歩率はその資源配分によって内生的に決定されるだろうo Romer[61]が提出したモデ

ルはこのようなモデルで、ある。Romer[61]のモデルは、以前、彼が不完全にしか定式化できなかった問題

意識にはっきりと形を与えた。

経済は二つの部門、製造業部門と研究開発部門からなる。製造業部門は財の生産に携わる。一方、研究

開発部門は、物的財にも人体にも体化されない技術、Romer[61]の言葉でいえば、Designの生産に携わっ
ている。

製造業部門から見ていこう。製造業部門の生産関数を特定化して、Co b b-Douglas型としよう。

Y = AJ(�Lト O<ßくl ( 6.22) 

[(y は、この部門に投入された物的資本を表す。ただし、物的資本は産出と同質である。[(yは製造業司"Q3�

の資本家が所有している。Aは、物的財にも労働者にも体化されない技術、D白ignを示している。技術A

は、物的財にも人体にも体化されないので、物理的な破損や磨滅を受けることはなし1。製造業部門の企業

は生産技術そのものを買い入れ、購入した生産技術にしたがって労働と物的資本を組合せ、物的財を生産

する。生産関数 (6.22)を見ればわかるように、より多くの生産技術 (Design)を企業か取得すれば、その分

だけ財の生産量は増大する。

技術は、一度買い入れるや決して破損することはないので、製造業部門の企業は、 1単位の技術の購入

にかかる費用が、その技術1単位の増加がもたらす現在だけでなく未来永却にわたる総収入の割引現在価

値に等しくなる点まで、新技術を購入するだろう。今、技術l単位の価格をPA としよう。物的資本 [(yと
労働投入L一定のもとで、ある代表的企業がA単位の技術を購入した時、この企業が得る期待収益の割引

現在価値は

f 州-r仰tーPAA ( 6.23) 

で与えられる。ただし、ァは期待利子率、 pは物的財の期待価格を表す。簡単化のために期待利子率Tおよ

び物的財の期待価格 pは将来にわたって不変と仮定する。第一項は、代表的企業の期待収入の割引現在価

値、第二項は、A単位の技術の購入費用を表している。企業は期待収益の割引現在価値の最大化を計るか

ら、(6.23)を微分して0とおくと、

PA = 1'"
のEP(-Tt)pzdt

を得る。技術そのものはけっして老朽化しないと仮定しているので、技術の限界生産性も時間の街昆によっ

て低下することはありえなし1。したがって、上の式の右辺はさらに簡単にすることができる。

Y一
A

DL
T
 

一一A
 
pa
 

(6.24 ) 
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技術一単位の価格PAが与えられた時、各企業は(6.24)が成立するところまで、新技術を購入する。各企業
の雇用量は通常の静学的最適化問題を解いて求められる120

ご=(1ーの (6.25) 

実質賃金率ω/Pと物的財で計った技術ー単位の価格PA/pが与えられれば、製造業部門の物的財で計っ

た今期の実質利潤ηが決まる。
PA πy=y一一一A- '::_L 
P P 

(6.26) 

次に研郊司発部門を考えよう。研郊司発部門では、この静引こ投入される物的資本!(Aとそれまでの技術

の蓄積Aを使って、新しい技術を倉む宣する。物的資本はどちらの部門でも使用可能であると想定されるO

この部門の生産関数を以下のように特定化しよう。

Ä=m (生) η
A 0<η三1， m は一定 ( 6.27) 

この定式化によれば、新技術の開発室は、既存の技術水準一定のもとでは、全社会の資本ストック賦存量

のうち研究開発に向けられる割合によって左右される。研究開発に際しては既存の全技術を対価なしに利

用できるので、研究開発部門の資本家の物的財で計った実質利潤ηは

PA " 

?rA =-A 
p 

( 6.28) 

である。資本市経済では、特許告11度が機能している限り、特定の技術を使って財を生産すれば、その技術の

使用に対して特許料を支払わなければならなし'0 しかし、同ーの技術を、類似しているが明らかに異なっ

た新技術の開発に使う場合には、特許料を支払う必要はなし1130 その意味で、特許制度のある資本制経済

では、Romerが正しく指摘するように、技術は部分的に排除可能な(Partially excludable)財である。

資本家は、製造業部門と研究開発部門の両部門に投資機会を持っており、両部門聞の競争の結果、両部

門の利潤率は等しくなる。
1ry 1rA 

(6.29) 
/(y !(A 

さらに、資本家は保有資本を他企業に貸し付けることもできるので、両部門の均等利潤率は利子率と一致

する140
1ry r= 一一

!(y 

最後に、資本ストックの完全利用を仮定すれば、

!( = !(yキ!(A

が成り立つ。

前節までと同様、国民所得、正確には物的財の一定割合が、社会全体の投資に向けられる。

!( = sy 

労働も完全雇用され、 人口成長率も一定である。

主=η=一定
L 

12今期の雇用量の決定は、 来期以降の雇用量にまったく彰響を及ぼさないと想定する。
�，J Kennedy and Thirlwall[33] p.55 
HRomer[61] p.74-p.76 

( 6.30) 

(6.31) 

( 6.32) 

( 6.33) 
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物的資本ストックK、労働L、現在まで、の技術の水準Aが与えられた時、(6.22)，( 6.24 )，( 6.25 )，( 6.26)，( 6.28)，( 6. 29)， 
(6.30)，(6.31)の8本の方程式が8個の変数

(I(y， I<A， Y， ?ry， ?rA， 
PA 叩I< y， I<A， Y，πy，πA， 一，一， r) 
P P 

を決定し、短期均衡が達成される。両部門間に物的資本が配分されれば、(6.27)、(6.32)、(6.33)より次
期の資本ストック、人口と技術水準が決まり、前期の過程が繰り返される。

短期均衡における製造業の利潤は、(6.26)、(6.30)より、

7・Ify=Y-EtLA-竺L
P P 

と書き直される。同様にして研究開発部門の利潤は、

rI<A = PAÀ 
P 

辺々加えれば、
帆+IfA)=Y- 7L= π

カ当尋られる。社会全体のた訴IJ潤πは、均等利潤率が成立するように、製造業部門と研究開発司��に分配され
る。さらに、(6.25)を考慮すれば、この式は、

βμ一
T

一一K一
Y (6.34) 

と変形できる。技術の価格(6.24)に注意すれば、(6.28)から (6.30)の式は、

2!( _ _ ( I<A '\ηー1y =m' J( ) 
に集約される。製造業部門の生産関数(6.22)の両辺を資本ストックKで割れば、

( 6.35) 

三 =A(妥r(会) 一 ( 6.22') 

が得られる。同様にして、(6.31)は
l=ICy +IてA

一ー

!( ， I< 
と書けるOしたがって、短期の経済体系は、与えられた物的資本ストックK、 労働L、技術の水準Aの
もとで、

(互I<y I<A 
Y'K'K'ァ)

の4変数を決める4本の方程式に整理された。
さて、この経済体系がたどる動学径路のうちで、技術進歩率αが一定であるような部各を選ぼう。研究開

発部門の生産関数(6.27)からわかるように、このような径路上では、物的資本の両部門への配分は不変で
あるo (6.34)を使って、(6.35)から利子率Tを消去すれば、

4=m(生)η-1 ( 6.36) 

が得られるが、右辺が一定であるから、結局、資本-産出量比率
K 
Y 
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が一定であることがわかる。この均斉成長径路は、第6.2節のUzawaの均斉成長径路に対応するO という
のは、 Uzawaのモテソレでは均斉成長径路上で、Y/J(が一定だからである。また、 (6.32)から物的資本の成
長率gが一定であることもすぐわかる。もちろん、 この成長径路上で経済成長率は資本の成長率に等しし\0

だが、 本項のモデルでは効率単位での資本ザ?働比率は一定ではない。
さて、 この均斉成長径路上で技術進歩率α、経済成長率gはど・のような値をとるのだろうか。(6.22')を整

理して、

A (王) l-ß = 三 (1_ I�: ) J( J J(\- J(J 

とし、両辺の対数微分をとると、右辺が一定であることから、

;+(1-4- 2) =o 

すなわち、

α+(l-ß)(η-g)=O (6.37) 

を得る。研究開発部門に向けられる物的資本の割合J(A/Kをyとおこう。研究開発部門の生産関数は、

α = my'1 ( 6.27') 

と書き直せる。一方、(6.32)と(6.36)より、経済成長率gは、

町一
p

ed--一nJ
 

と表せる。(6.27')を使って簡単にすれば、
αs 

9 = -;:;;;
ß2y 

となる。均斉成長径路上では、(6.37)、 (6.27')、(6.38)の3本の方程式によって、

( 6.38) 

(g，α， y) 

の3変数が決まる。この方程式は明示的に解くことはできなし1。ただ特別の場合、 たとえばη=1の場合、

すなわち、研究開発部門の生産関数が、
λ=m (手) A

のような形をとる時、 上の方程式系は明示的に解けて、

m一
P

一一nJ
 

を得る。経済成長率gが決まれば、技術進歩率αは(6.37)からすぐ求まる。

\Ili--ノη
 

m一
P/IJI--\

 

nμ
 

噌Eム一一α
 

この特殊ケースでは、経済成長率gは前項で検討したRomer[60]のモデルと同様、貯蓄率sの増加関数

である。実は、 0<η< 1であるような寸鮒な場合でも、貯蓄率sの上昇は、経済成長率g、技術進歩率

αを高めることがわかる。(数学注A6参照)均斉成長径路上で貯蓄率sが上がれば、 それまで経済が均斉

成長御各lこ沿って成長するために物的生産に向けられた資本ストyクの一部を、研究開発部門に振り向け

ることができる。そのため、研究開発部門では新樹布の開発が促進されるのである。
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Rorner[61]モデルの特徴は、機械設備にも人体にも体化されない技術それ自体を取り扱った点にある。

Uzawa-Luca.sモデルでもLearning by Doingモデルでも、技術は知的能力や烹練という形で人体と不可分

に結び‘ついていた150 DesignあるいはKnowhowとして存在する技術そのものは破損したり磨滅したりす

ることはなし1。技術自身のこのような性質からRorner[61]は、技術が企業にとって一種の資産とみなされ

ると考えた。というのは、一度新技術を購入すれば、新技術は将来にわたって、生産の効率を高め、企業

により高い収益をもたらしてくれるからである。そこで、製造業部門の資本家は自己の所有する物的資本

と技術との選択の問題に直面する。しかも、資材交備の部門間移動は自由だから、製造業部門の資本家は

研究開発部門に参入することもできる。だから、この経済の資本家には三つの投資機会が開かれている。

第一に研究開発部門の物的投資、第二に製造業部門の物的投資、第三に製造業部門での新技術投資である。

競争の結果、それぞれの投資機会に対して等しい収益性が保証される点で、つまり、利潤率が均等する点

で短期均衡が成立する16。こうしで決定された両部門への物的投資の配分が今期の経済成長率と技術進歩

率を決定する。我々はこのメカニズムが働く経済の均斉成長径路を分析した。

このモデルでは、前項で展開したRorner[60]のLearningby Doingモテソレと同様、貯蓄率の上昇は均斉成

長径路上で経済成長率を高める。しかし、Learningby Doingモデルで・は、技術進歩は投資決定の単なる副

産物であり、資本家の意志決定の結果ではない。本項のモデルでは、その点が改められ、製造業司刊と研究
開発部門の資本家の投資選択によって技術進歩が行われるo UzawarLucasモデルでは、いわば製造業笥��
と研究開発部門への労働者の非余暇時間の配分が各期の技術進五L率を決定しているのに対し、Rorner[61]モ

デルでは、両剖��への物的資本の配分が技術進歩率を決定している。資本命l経済における技術選択、投資決
定の主体は資本家であり、そのことを明瞭に意識している点で、本項のRorner[61]モデルはUzawa-Luca.s
モデルより優れている。

我々の研究関心は、資本制経済における技術進歩率の決定問題である。だから、Rorner[61]モデルがど

の程度資本制経済の基本的特徴を反映しているのかを検討しておく必要がある。

第一に、技術自身が決して破壊されたり磨滅したりすることはないというRorner[61]の主張は、資本制
経済では正しくない。確かに技術あるいは知識の一般的性質としてはRornerの述べていることは正しし\0

伝統的な職人芸は、優秀な後継者さえいればそれ自体は決して廃れることはなし1。しかしながら、資本制
経済では非効率的で収益性の低い伝統的な手工業は、より収益性の高い機械制大工業が現れた時、それに
とって代わられる。技術は破壊されることはないが、陳腐化し、無意味なものとなる。資本告|経済の技術選

択が収益性を基準に行われるからである。民族文化の保護という観者、からは伝統的な職人芸に価値があっ

たとしても、資本制経済では低い収益しか生まないような技術は放棄される。したがって、Rorner[61]の

ように技術を永続的な収益をもたらす一種の資産と考えることは資本制経済では誤りである。

第二に、Rorner[61]が考察している技術は、資本制経済で寸交的だろうか。彼が考えている機械設備に

も人体にも体化されない技術とは、たとえば、工場の各種機械や人員配置のようなものである。使用され

ている機械や人員はまったく同じでもそれらの配置を変えるだけで、作業の能率を高めることができる。

Adarn S凶thの有名なピン製造業における労働の分割(分業)もRorner[61]の考えるような技術の一例で

ある。

一般に資本制経済における技術は、技術それ自体で存在しているのでもなく、熟練のように人体に体化
されているのでもない。技術は機布括支備と不可分に結び.ついている。この事実は、資本市経済の存続にとっ

て非常に重要である。資本制経済の存続のためには、労働者が寸支に生産手段から切り離されていること

が必要だった。言い換えれば、寸如こ労働者が資本設備を所有できないことが資本制経済の存続のための

必要条件である。今、仮に高い生産性を保証する技術が労働者に体化されているとしよう。その時、各労
毎年者はわずかな資本設備を使うだけで、大量の資本設備を使って生産を行う資本家よりも高い生産性を上

げることができ、市場でこれらの資本家を容易に打ち負かしてしまうだろう。そうなれば、巨大な資本設

15Lea.rrung by Doingモデルについては、Sheshinski[67] p.52. 

16Romer[61]は、人的資本の配分を重視しているように見えるが、人的資本の導入は、彼の本来の意図を不明瞭にするだけである。
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備を一手に握っていることはもはや何の意味もなくなるだろう。生産に関する主要な決定は、大量の資本

設備を所有する資本家の手から熟練によって生産性を高めることのできる労働者の手に移る。資本制経済

は崩壊し、別の経済体制にとって代わるだろう。技術それ自体が取引されるとしても、新技術開発が比較

的わずかな資本設備で十分可能であるとすれば、同様な事態が発生するだろう。

資本制経済は、 どのような形態の技術とも両立可能なのではない。特定の形態の技術、すなわち資本設

備に体化された技術が他の形態の技術に比べて効率的である時にだけ、資本制経済は存続しうるのである。
いわゆる「人的資本」理論や「知的資本」理論が見落としているのはこのことであるO

Romer[61]は、物的資本とも労働とも独立な技術それ自体を資本市経済の代表的技術ととらえたので、彼

が物的資本と体化されない技術それ自体との代替を技術進歩率の決定メカニズムに組み入れたのは、 ごく
自然な展開だった。しかし、資本制経済における代表的な技術が、資本設備に体化された技術であるとす

れば、主要な代替関係は、資本と体化されない技術の閣の代替関係ではなく、資本に体化された技術と労

働との代替関係である。

6.4 内生的技術進歩論の問題点

本稿では、効率単位での一人あたり資本が一定であるような均斉成長径路上で‘の技術進歩率の決定につ
いて、最近、新古典派によってなされた研究の検討を行った。我々が検討してきたモデルは、Uzawa-Lucas

モテとル、Learning by Doingモデル、Romer[61]のモデルの3つで・ある。それぞれのモデルの特徴を要約し

ておこう。各モテ'ルを特徴づ、ける指標は、第一に、技術選択の主体、第二に、技術進歩率の決定メカニズ

ム、第三に、結論の政策的含意、特に貯蓄率の上昇が経済成長率に与える影響である。

まず、UzawarLucasモテソレでは労働者が技術選択の主体である。労働者が一日のうちでより多くの時間

を職業訓練にあてれば、労働の熟練度は高まり、技術進歩が促進される。このモデルで、は貯蓄率の外生的
変化は、労働者の選択に無関係だから、経済成長率に影響を与えない。

Learning by Doingモデルでは、技術選択は資本家の投資決定に完全に従属している。貯蓄率を高めた

時、Sheshinski [67]による定式化では、経済成長率は不変にとどまるが、Romer[60]の定式化では、上昇

する。
最後に、Romer[61]のモデルでは、技術選択の主体は資本家である。技術進歩率は、製造業部門と研究

開発部門の聞の物的資本の配分によって-決定される。貯蓄L率の上昇は経済成長率と技術進歩率をともに高

める。
3つのモデルは同ーの形態の技術を分析しているのではなし\0 UzawarLucasモデル、Learning by Doing 

モデルが分析しているのは、人体に体化された技術、熟練である。一方、Romer[61]のモデルでは、体化

されない技術、Design、あるいはKnowhowである。しかし、資本制経済の存続と両立可能な技術の形態

は資本設備に体化された技術である。



Chapter 7 

Overlapping Generations Modelに

おける内生的技術進歩

7.1 本章の目的

技術進歩を考慮した新古典派成長モテソレでiま、貯蓄L率一定の均斉成長径路上で経済成長率は人口成長率
と技術進歩率の和に等しい。この事実は Uzawa[79]によって示された。 Romer[60]， Luc出[39]等による最

近の内生的技術進歩論は、 Uzawa[79]が外生的に一定とした技術進歩率を、貯蓄率一定の均斉成長径路上

で内生的に決定しようとする試みとして統一的に把握することができる。第6章では、このことを明らか
にしたが、そこでは、Uzawa[79]との整合↑生を保つために、 Uzawa[80]、Luc出[39]のモデルを含むすべて

のモデルを微分方程式による連続時間のモテ'ルで定式化した。しかし、Uzawa[80]-Lucω[39]モデルを連

続持聞の勤学モデルで定式化することは若干の問題点を含んでいる。本章ではこの問題点を克服するため
に、Uzawa[80]-Lucぉ[39]モデルを離散型のOverlapping Generations Model (世代重複モデル) を使って
定式化し直す。 その結果、Uzawa[79]との連関が不明瞭になるが、他方、Uzawa[80トLuc出[39]モテごルの特
徴と経済学的問題点は、数学的定式化の中で一層端的に示されるだろう。

次節では、 Uzawa吋[8剖0トLいuc出[39司lモテ

問是琵亘長を解決する方向が示される。 その方向に沿って、第7.3節で、労働者の外挿的期待( extrapolative 
expectation)に基づく勤学モテ'ルを提示し、次に、この勤学モデルの均斉成長{至路の分析から、Uzawa[80]

Lucas[39]モデルの経済学的合意を引き出す。(第7.4節)第7.4節のt吉論は、基本モデルを、第7.5節の合理

的期待( rational expectation ) に基づくモデルと対比することによって、一層強固なものになるだろう。

7.2 二つの修正点

Uzawa[80]-Lucぉ[39]モデルは、資本制経済における技術進歩を労働者の技能の向上によって説明する。

労働者は現在の非余暇時間の一部を労働時間に割り当てる一方、残りの時間を、技能の向上を目指して、

自己教育時間に振り向けるO労働者は、将来において、現在よりも高い賃金を獲得するために、自分の技
能を高めようとするからである。ところが、寸支に自己教育時間中は賃金は支払われないので、労働者は、

非余暇時間を、現時点で賃金収入の保証された労働時間と、賃金収入はないが将来の収入の増加が応るま

れる職業訓練にどのように配分するのかという問題に直面する。別な言い方をすれば、労働者は、現在及
び将来の実質賃金の総計を最大にするように、与えられた非余暇時間を労働時間と自己教育時間に分割す

る。初期時点での人口と技術水準が与えられれば、労働者が各期ごとに選択する自己教部寺聞の長短によっ
て、それ以降の技術水準が決定されるだろう。特に、効率単位での資本労働比率が一定に保たれる均斉成

63 
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長怨各では、技術進歩率は、特定の生産関数のもとで、もっぱら労働者の選択によって決定される。なお、

ここで用いた労働者の技能とは、直接間1�の労働者の技能のみならず、事務・管理部門の労働者の事務的・

知的技能も含んでいる。

前章では、この Uzawa[80]-Lucas[39]モデルを、労働者の連続時間型の通時的最適化問題を基礎に定式
化した。だが、この連続時間モテ'ルでの定式化には、二つの問題点がある。

第ーに、連続時間による定式化では、事実上、労働市場の供給独占が生じてしまう。労働者が、現時点

で賃金収入の得られない自己教育に非余暇時間を費やすのは、彼らが、自己教育の成果である技能の向上

カi将来の高賃金を約束すると信じているからである。そこで、前章での定式化では、労働者の期待実質賃
金率を将来時点での技術進歩を考慮した完全雇用下の実質賃金率に一致させた。したがって、現時点で労
信堵は、将来時点での技術進歩を考慮した労働需要曲線を知っており、そのもとで、通時的実質賃金最大
化問題を解いている。連続時間の仮定から、特lこ労働者は、現時点での労働需要曲線を知っており、それ

を加味して生涯の実質賃金を最大化するO このような状況下では、将来の期待実質賃金率への配慮とは無
関係に、単に現在の実質賃金率を高めるために、労働時間を削減することもありうるのである。労働市場

の供給独占とそのモデルに対する含意は明白になるだろうo Uzawa[80]-Lucas[39]モデルでは想定していな

い要因が、労働者の非余暇時間の選択に入り込んでしまう。さらに、資本市j経済では労働市場の供給独占

はまったく例外的であり、かっ、個々の労働者は、労働需要曲線を知らなし1。

第二に、連続型モデルの数学的処理を容易にするために、筆者は、第6章では、労働者が無限期間生存

することを仮定した。この仮定は明らかに便宜的であり、我々はこれを仮定しない場合の分析を行う必要

がある。

前章では、最近の内生的技術進歩論を一貫して Uzawa[79]の延長線上に位置づける目的で、Uzawa[80ト
Lucω[39]モデルについても、連御寺間による定式化を行った。しかし、Uzawa[80]-Lucω[39]モデルをよ

り正確に特徴づけるためには、連続時間による定式化は必ずしも適当ではない。本章では、この点を改め、
離散時間による定式化を行う。

具体的には、まず、労働者の期待実質賃金率の決定に際して労働者の期待形成を明示的に考慮する。労
働者が将来の高所得を期待して職業訓練を受けるとしても、それはあくまで労働者の期待であって、労働

者が職業訓練を受けることと引き換えに、資本家が将来の高賃金を約束したわけではない。また、労働者

の期待通りの実質賃金率が得られるという保証はまったくなし1。期待実質賃金率が将来成立することにな

る実質賃金率と異なることは当然、ありうる。期待実質賃金率を将来実現する実質賃金率と一致させるので

はなく、労働者の期待形成から直接導くことで、我々は労働市場の供給独占を回避することができる。

第二に、労働者は有限時間生存するものと仮定する。

以上の二つの修正を加えた時、Uzawa[80]-Luc出[39]モデルにおいて経済全体の技術進歩率、経済成長率

はどのように決定されるだろうか。この問題の分析のために、本章ではOverlapping Generations Model 

〈世代重複モテール〉を使って、Uzawa[ 80] -L ucas [39]モテ'ルを定式化し直す。Diamond[9] に始まる普通の
Overlapping Generations Model (世代重複モデル〉では、生産家計( household prod ucer )の生涯の貯

蓄行動が資本蓄積に与える影響が、分析される。しかし、ここで・の研究関心は技術進歩率の決定問題にあ

り、貯蓄率の決定問題は捨象してよい。貯蓄率は、資本家によって決定され、時間に関して一定と仮定さ
れる。したがって、本章では、生産気十( household producer )の世代に代わって、労働者の世代が重複

するようなモテツレが分析される10

l内生的技術進歩を組み込んだOverlapping Generations Model (世代重複モデル)はまだ数少ないが、たとえば、 Glomm and 
Ravikumar[15]は本章のモデルに近い. ただし、彼らの関心は、教育制度のあり方か所得分配に与える影響を分析することにある.
一方、Fisher[13]もOverlapping Generations Model (世代重複モデル)を使って、内生的成長の分析を行っていると主張している
が、彼のモデルには、 均斉成長径路が存在せず、Rebelo[55]が言うように、これではKaldor[28]のStylised Factsが説明できない。
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7.3 基本モデル

我々は、青年期と壮年期の二期間生存する労信摘を仮定する。青年期において労働者は、ある期間の職

業川練を受けて、あるいはもっと広く自己教育によって、前の世代から受け継いだ自己の技官E水準をさら

に高めることができるO青年期の自己教育の成果は、壮年期の技能水準の向上として実を結ぶ。今、第t

世代の労働者を考えよう。第t世代の労働者とは、第1世代の期首に生まれた労低猪のことを指す。第1世

代は、青年期、すなわち、第t期に与えられた非余暇時間を労働時間と自己教育時間に配分する。青年期

の自己激育によって、自分たちの親の世代、第t-1世代から受け継いだ技官色水準Bt.lを、壮年期には、よ

り高い水準Bt+l.2'こ引き上げることができる。前の添え字は期間を、後ろの添え字は各世代の年齢層を表

す。 1は青年期、 2は壮年期である。この関係を以下のように特定化しよう。

Bt+12 = (ゆ(1- Utl ) + 1) Btl ， ゆ(0)= 0， ø' > 0 (7.1 ) 

ただし、同1は、第t世代の青年期における非余暇時間に占める労働時間の割合を示す。親の世代から引き

継いだ技有色水準Bt.lが与えられた時、第t世代の壮年期の技有�1<準B川2は非余暇時間に占める自己3文育

時間の割合1- Utl が増えるにしたがって、高まる。もし、第t世代の労働者が青年期に職業教育を全く

受けなければ、壮年期における彼の技有色水準は、親の世代から受け継いだままにとどまる。このモデルで

は、人生は壮年期で終わるから、壮年期における教育は無意味である。たとえ、壮年期に教育が行われた

としても、その成果が現れるはずの老年期には彼はもうこの世にいなし"0

1世代の壮年期の技能Bt+l.2は、そのまま自分の子の世代に伝授され、第t+ 1 世代の技能水準Bt+l，1

となる。したがって、それはまた、t+ 1期の一義的な社会的技官位水準At+lである。すなわち、

Bt+1，2 = Bt+1，1 = At+l (7.2) 

At+lの添え字は期間を表しており、世代に依存しない。(7.2)を考慮すれば、(7.1)は、

At+l = (ゆ(1- Ut1) + 1) At ， ゆ(0)= 0， ゆ'>0 (7.3) 

これは、社会的技能の変化を表しており、以降、社会的教育関数と呼ぶ。

先に述べたように、各世代の労働者が、青年期に自己教育を行うのは、壮年期における自分の技能の向上

が、彼の壮年期の実質賃金率を高めるという信念があるからであるOこのような信念に基づいて、第1世代

の青年労働者は、自分の壮年期の実質賃金率を予想する。この期待形成を以下のように定式化しよう。

仙人1 = Wt +ß(Wt-Wt-I)(1+ g(1-Utl )) ， 

g(O)=O， g'>O， g"<O O<ß <lは定数

(74a) 

(74b) 

1期の技官b1<準は世代によらないので、実質賃金率制は、以下で見るように、t期の労働力人口である二つ

の世代に共通であるo w�+lは、t+ 1期の期待実質賃金率である。この定式化によれば、今期の自己教育時

間がOであれば、来期の期待実質賃金率ωf+lは、単純な外挿法で決まる。一方、青年期の自己放育時間の

割合が増えれば、その分だけ来期の実質賃金率は高まると予想される。さらに、後の展開のために、自己

教育時間の増加が単純な外挿的期待形成 (extrapolativeexpectation)を修正する程度が十分大きいものと

しよう。すなわち、

ßg'(l - Ut1) > 1， 0三包tl 三1 (74c) 

を仮定する。簡単に言えば、青年労働者の自己教育の効果に関する信念が十分強いことを意味する。労働

者の期待形成は強い信念によって補正された外挿的期待に従う。このような期待形成を修正された外挿的

期待と呼ぶ。
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いま、t期の実質賃金率が与えられた時、t期の青年労働者は、修正された外挿的期待に従って時期の実
質賃金率を予想しつつ、生涯にわたる実質賃金の総計を最大にするように、今期、すなわち、青年期の職
業教育時間を決定する。先に注意したように、各世代の壮年期の自己教育時間はOであるO自己教育時間
中は賃金を受け取らなし1から、t世代の労働者の生涯実質賃金は、

切tUtl Nt + w:+1 Nt 

である。ただし、t世代の人口 Ntは、1期の期首に与えられ、以降不変である。1世代の青年労働者の最適
化問題は以下のようになる。

max WtUtl +ω;+l 

s. t. w:+1 = Wt + ß( Wt -Wt-1) (1 + g(l -Utl)) ! 

o � Utl � 1 

内点躍を仮定すれば、この問題の最適解の必要条件は、

切t= ß(ωt -Wtー1). g' (1 -Utl) 

となる。さらに、
Wt > Wt-1 

(7.5) 

(7.6) 

であれば2、g"くOより、二階条件も満たされることがわかる。t世代の人口Ntが一定で、あることに注意
すれば、(7.5)はこの世代の青年期の労働供給関数を示しているOこの労働供給関数は、条件 (74c)、(7.6)
のもとで、右下がりとなる。青年期の実質賃金率が上がれば、壮年期の期待実質賃金率も上昇するだろう。
そのような将来の高い実質賃金率が期待できるのなら、現在の所得を多少減らしても、職業訓練時間を増
やして、さらに高い将来の賃金所得を得た方がよいだろう。

t期の労働力人口は、t-1世代の壮年労働者人口Nt-1と t世代の青年労働者人口Ntからなるから、t期
の総労働供給 Ltは両者の労働供給の総和になる。壮年期の自己教育時間が0であることに注意すれば、

が成り立つOさらに、人口成長率況を

で与えれば、これは、

と書き直せる。
ここで、生産関数を

Lt二UtlNt+ Nt-1 

Nt+1 - Nt =n 
Nt 

Lt=仙1Nt+-L lVt
- 一 . . 1 +η .  

五=F(Kt! AtLt ) 

(7.7) 

(7.8) 

としようo ytは国民所得、[(tは資本設備、Ltは労働である。また、この生産関数は、通常の新古典派生産
関数の性質を満たす。技術進歩は、Harrod中立型とする。資本家の所有する資本設備 [(tは完全稼働して
おり、資本家は雇用量の決定のみを行う。資本家は、毎期毎期、完全競争下で、利潤を最大にするように
労働需要量 Ltを決める。形式的には、与えられた実質賃金率に対する資本家の最適化問題は以下のように
書き表される。

max Yt - WtLt 
Lt 

2後で確かめられるように、 均斉成長径路上ではこの条件が満たされることがわかる。
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S.t. yt = F(I(t， AtLt) 

ここで、関数fを

1 (走�) = F (長 1)
で定義すれば、1期の雇用量Ltは

t = ん [1 (走) - 長;ベ走�)l
= A，，p (長J (7.9) 

を満たさなければならない。さらに、通常の新古典派生産関数の性質より、二階条件が 満たされることは
明らかである。したがって、(7.9)は!(t、ムが所与の時の労働需要関数になる。

労働市場が均衡する時、(7.5)、(7.8)、(7.9)の3本の式から、t期の実質賃金率町、t世代の青年期の
労働時間の割合同1、1期の労働の総供給量Ltの3変数が決まる。1期の資本!(t、技有E水準At、1世代の
人白川、一期前の実質賃金率Wt-lの4変数は t期の期首にすで・に与えられている。

最後に、1期の利潤引の一定割合s が資本蓄積に向かうものとしよう。

J(t+l -!(t = S7ft (7.10) 

さて、(7.9)に注意すれば、利潤町は、

7ft =凡f' (長�) 、、E2ノ噌Eよ守Iム•
 
司ir'tE、

と書ける。1期の資本!(tとその期の青年労働者人白川の比率をんとおこう。以後、便宜的にこの比率を1
の資本-青年人口比率と呼ぶ。(7.7)、(7.8)、(7.10)、(7.11)を使えば、んに関する勤学方程式、

ん+1=奇 {1+sf' (土 (UH+却す ) (7.12) 

が導けるO また、毎期毎期、労働市場の需給均衡が成立するので、

Wt -Wt-l 1 
切t-l ß・g'(l - Utl) 

(7.5') 

と同時に、(7.8)と (7.9)より、

(7.13) 

が成り立つ。これに社会的教育関数

At+l = (ゆ(1 - Utl) + 1) At， ゆ(0)= 0， ゆ'> 0 (7.14) 

を加えれば、3つの変数、ん、町、んに関する差分方程式系が完成する。 というのは、(7.13)を使えば、
他の3本の式から叫1を消去で、きるからである。適当な初期値が与えられれば、この経済の成長径路が確定
する。
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7.4 技術進歩率の決定

前節で定式化した経済成長径路の中で、効率単位で計った資本一青年人口比率、

kt 
At = mt 

が一定であるような径路を考えよう。この一定値而は(7.12)と(7.14)から、

…
ゅ(1 - �tl) + 1 { 1+ s f' (而(Utl+市)引 (7.15) 

を満たさなければならなし1。従って、 この部各上で一般にUtlは一定値めをとる。生産関数は生産の技術的

条件を、 自己教育関数は主として労働者の職業訓練の程度を表しているからである。すると、(7.13)は、

去=ψ(而(ぃ市r')
と書けるが、右辺は一定だから、 この式は実質賃金率町と社会的技台E水準At が同ーの率で成長している

ことを意味する。結局、 この径路上では、ん、町、 Atは同ーの率で成長し続ける。この径路を均斉成長径
路と呼ぶ。しかも、均斉成長径路上で、利潤率引/l(tは一定に保たれるから、 この成長径路は、資本市j経済
のもとでも持続可能である。

さて、 Wtの成長率は(7.めから導ける。

一方、(7.14)を変形すれば、

t1Jt+l - Wt 1 

ωt ß・g'(l一両)

A1.J.. 1 - A I S1
t 

ι =ゆ( 1 一 角)

だから、 この2つの式より、均斉成長径路上で、青年労働者の非余暇時間に占める労働時閣の割合ぬは、

l 
=ゆ(1一江i )

ß. g'(l一両)

によって決定される。生産関数の一次同次性に注目すれば、均斉成長径路上の経済成長率は

ゆ(1ーぜi )(η+ 1) +π 

(7.16) 

となることがすぐわかる。したがって、(7.16)が示すように、均斉成長留各上の経済成長率は、労働者の期

待形成と自己教育関数に依存しで決まる。資本家の貯蓄率、 生産関数の形伏は、 経済成長率の決定に関与
しない。特に、 技術進歩率が、 したがって、 経済成長率が生産関数の形伏と無関係に決まることは、連続

時間のUzawa[80]-Lucas[39]モデル3との著しい違いである。もっとも、 貯蓄率の上昇が、効率単位で計っ

た資本一労働比率、
!(t 

AtLt 

を高めるだけである点は、連続型のモデルと同様である。(数学注B参照)

均斉成長径路上の経済成長率が、労働者の期待形成と自己教育関数という労働者の側の事情にのみ依存
して決まる本章の定式化は、Uzawa[80]-Luc出[39]モデルの特徴を最もよく表している。しかし、 このよう
な結論は、 資本制経済の基本的特徴勺こ照らして見た時、 はたして合理的だろう か。

3第6章第6.3.1項
4置塩[50]第1章
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たとえば、Ricardo[56]に従って、資本家の投資意欲を刺激する利潤率の正の下限があるとしよう5。さ
て、このモデルでは、労働者の側の事情だけで、均斉成長径路上での効率単位で計った資本ザ?働比率、

長;二而(ぬ+市r
が決まる。さらに、新古典派生産関数の性質より、この効率単位で計った資本一労働比率に対応して、利潤
率が決まるだろう。だが、こうして決定された利潤率が、資本家の許容する最低限を常に上回っていると
は限らなし1。もし、最低限を下回れば、このモデルか前提していた完全雇用の仮定はもはや満たされなく
なるだろう。

つまり、Uzawa[80]-Luca.s[39]モデルでは、労働者の将来時点での主観的期待と自己教育によって、労働
者の技能が高められ、技術進歩と同時に、実質賃金率も上昇する。しかし、それは労働者の主観的期待であ
り、生産に関する主要な-決定を資本家が握っている経済では、そのような願望が実現する保証はなし1。ど
んなに高い技能を身につけたとしても、資本制経済では、来期は失業して、賃金収入が途絶えることも十
分ありうる。

なるほど、労働者各人は、自分の自己教育が自分だけの技能を高め、それゆえ来期にはより高い賃金が
得られるものと期待する。Uzawa[80]-Luc出[39]モデルは、このような個人的経験に基づいた社会通念を理
論化したものである。この通念は、本章では、(7.1 )式に定式化されている。しかし、このような個人的経
験を社会全体におしひろげることはできない。というのは、すべての労働者が同様の行動をとれば、各人
の相対的優位は失われるだろうからである。それだけではなく、すでに強調したように、資本制経済では、
雇用に関する決定は資本家が握っており、たまたま、高い技能ゆえに高収入が得られたという経験は、常
に高技能が高収入を保証するという命題の根拠にはならな�\。

7.5 合理的期待

前節の終わりで主張したように、Uzawa[80]-Lucas[39]モデル の結論は、労働者の社会通念に立脚して
いる。そのことを示すーっの有効な方法は、基本モテツレにおいて採用した社会通念によって修正された外
挿的期待を、別な期待形成に変えてみることである。本節では、合理的期待 (rational expectation)に従っ
て、労働者は期待を形成するものとする。この時、労働者は、職業教育による技能の向上が将来の実質賃
金率を高めるという信念を持たなし\0

t世代の青年労働者の壮年期における主観的期待実質賃金率をW:+lとしよう。第7.3節と同様に考えれ
ば、この青年 労働者の最適化問題は以下のようになる。

rnax WtUtl +ω;+1 

s. t. 0 � Utl � 1 

t期の実質賃金率同と期待実質賃金率W:+lが与えられた時、t世代の青年労働者は、生涯の期待賃金を最
大にするよう、青年期の自己教育時間を決める。容易にわかるように、この問題の最適解は、

Utl = 1 

であるoこの結果は直観的にも明らかであろう。第7.3節と違って、将来の期待実質賃金率は今期の自己教
育時聞から独立なので、生涯賃金を最大にしようと思えば、壮年期の心配をせずに今期は最大限の労働供
給をすればよい。最後に、上で得られた最適解が、労働者の主観的期待実質賃金率に依らないことにも注
意しよう。

� Kaldor[27]p14 
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比較のために、人口成長および、社会的教育関数については、基本モテソレと同ーとする。第7. 3節の (7. 8)、
(7. 3)において、Utl = 1とすれば、労働供給および 社会的技官旨水準は、
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と表される。

単純化のために1期の生産関数が誤差項を含まないものとすれば、資本一青年人口比率んの動学方程式
も、 基本モデルとまったく同一で‘ある。
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一方、t世代の壮年期の生産関数については、誤差項μt+1を含むものとする。 すなわち、

��1 = F(I(t+11 At+1Lt+1) +μt+1 
ただし、Yt'+lは壮年期の期待所得。確率変数μt+1は系列相関を持たず、しかも、Eμt+1= 0とするo t世代
の青年労働者にとって、自分が壮年に達した時の生産関数の形伏は正確に知ることはできない。t期の期待
形成に際して、単に平均的に知るだけである。新しい仮定のもとで、t+ 1期の実質賃金率の期待値ω九1
を計算すれば、

バ+1=ぃ (Atf;:+1)
となる。

以上の展開を整理すれば、t+ 1期の主観的期待実質賃金率W:+1に対する客観的期待ω:+1は、

• 
Wt+1 = Ã，p (与出)

=市(l+4ffi))kt+1 

によって決定される。この客観的期待を使って、もう一度最適化問題を解く。合理的期待のもとでは、
バ+1=ω:+1=両五だから、合理的期待形成下で、の期待実質賃金率4171は、
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kt+1 (7.19) 

で与えられる。 なぜなら、労働者の最適化問題の解は、労働者の主観的期待にもかかわらず、一定だから
である。合理的期待の定義より、(7.18)、(7.19) は現実の成長径路を示している。

(7.17)からわかるように、合理的期待のもとでは、技術進歩率は、労働者の主観的期待にもかかわらず、
常にOである。 した がって、経済体系は、基本的に離散型の単純なSolow[71]モデルに帰着する。

修正された外挿的期待を合理的期待に置き換えば、技術進歩 がみられなく なることから、Uzawa[80ト
Lucas[3 9]モデルは、技能の向上が将来の高収入を約束するという 社会的通念に支えられていることが臨号、
できるだろう。
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7.6 結論

連続時間型の Uzawa[80]-Lucas[39]モデルが持つ問題点を克服するために、本章では、連続時間型の勤
学モデノレをOverlapping Generations Model (世代重複モデル)に組み換えた。 その結果、Overlapping

Generations Model (世代重複モデル)では以下のことがわかった。

1. 労働者の非余暇時間の分割、したがって、技術進歩率は、労働渚の外挿的期待形成と自己教育の成果

によ って決定される。

2.貯蓄率の変化は、効率単位での資本労働比率を高めるだけで、技術進歩率、したがって、経済成長
率を変化させない。

第二の結論は、連続時間型のモデルと同じである。第一の結論は、連続時間型のモデルよりも強い。連続

時間型のモデルでは、生産関数の形状も技術進歩率の決定に影響を及ぼしているからである。 また、労

働者が、自己教育時間の増加が将来の高収入に結びつくという信念、を持たないとき、特に、労働者の期

待形成が合理的期待に従う時、Uzawa[80]-Lucas[39]モデルでは、技術進歩率はOになる。その意味で、

Uzawa[80]-Luc出[39]モデルはこのような社会通念の理論化であるO

第一の結論が端的に示すように、このモデルの技術進歩は、労働者の側の事情だけで決定される。しか

し、資本市!経済では、生産に関する主要な-決定は資本家が掌握しており、この点を無視して資本制経済の
技術進歩を研究することはできなし1。さらに、このような結論が導かれる最大の原因は、第6章で述べた

ように、Uzawa[80]-Lucas[39]モデルが資本市経済で支配的な技術を人体に体化された技術として特徴づけ

たことにある。だが、繰り返して言えば、資本市経済で支配的な技術の形態は資本設備に体化された技術

である。
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Chapter 8 

技術進歩率の決定

8.1 資本制経済における技術の主要な形態

第6章、第7章で述べたように、資本制経済における技術の主要な形態は、資本設備に体化された技術
である。資本制経済では、通常、技術は特定の資本設備として具体化されている。それ以外の技術、たと
えば、労働者の熟練として表されるような技術は、資本制経済では例外的である。なぜなら、資者支備に
体化された技術だけが、資本制経済の存続と両立可能だからである。

さて、技術が、資本設備に体化されているという特定の形態をとる時、技術進歩はどのような特徴を持

つだろうか。特に技術進歩の程度はどのように規制されるのか。技術が資本設備に体化されており、しか
も、より効率的な技術が、物理的に計ってより大きな資本設備に体化されているとすれば、技術進歩の速
度は資本成長率に大きく依存するだろう。貯蓄率一定の仮定を保持する時、資本成長率は、資本と労働の
十潜関係に規制される。したがって、資本ー労働比率が、言い換えれば、資本と労働の代替関係、が、技術進
歩率の変化に強い影響を与える。

資本制経済では、技術の選択にあたって、実質賃金率の水準が決定的な要因になることをはじめて明確

に意識したのは、Ricardo[56]である。Marxは、さらに、実質賃金率の上昇が、各企業に資本，労働比率の

上昇とそれに伴う技術進歩を強制することを示唆したl。本論では、Marxの示唆を受けて、所得分配と技
術進歩の相互作用が、資本制経済の技術進歩率の変動にどのような影響を及ぼしているのかを検討する。

資本制経済では、圧倒的多数の財が巨大で固定的な機械設備によって生産されている。多数の人々の協

業を組織し、物理的に移転が困難な機械設備が生産の中心であるという資本制経済の特徴は、この経済体
制の制度的存続にとって重要であるばかりか、技術進歩の速度について考える場合でも無視することはで
きなし1。機械設備の固定性のために、資本-労働比率は緩慢にしか変化しない。この点で、我々は、実質賃
金率や利潤率の変化に対して、資本ー労働比率が、新しい条件下での最適値に瞬時にして調整されるという
新古典派の立場には同意しない。

新古典派が主張するように所得分配が変化する時、資本ー労働比率が瞬間的に変化するとすれば、技訴謎
歩の問題は、その瞬間的調整のあとに生じる問題であり、資本と労働の十潜関係からはまったく独立である
とみなされてしまう。Samuelson [64]、Drandakis and Phelps[10]らの発明可台出生フロンティア( invention 

possibility frontier )はこのような見方の典型例である。

それに対し、我々は、資本設備の固定性を資本制経済の無視できない特徴と理解し、資本と労働の代替
および技術進歩率の決定問題が切り離し難く結び.ついていることを認める20

1 Marx[44] p85 
2このようなモデルは、 たとえば、Shah-Desai[66]、Van der Ploeg[54]がある。
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8.2 技術進歩の二つの段階

社会全体から見た技術進歩の全過程は、二つの段階に分けられる。すなわち、新技術の発明、開発の段
階と、開発された新技術の普及の段階である。ある個人、研究所、企業が発明、開発した技術は、寸支にあ

る社会全体に、あるいは、ある産業全体に普及した時初めて、社会全体の生産力を高める。本章では、技
術進歩の二つの段階のうちの前段階を技術革新(innovation)と呼び、後段階を技術の普及過程(defusion) 

と呼ぶ30

資本制経済では、技術進歩の二つの段階にそれぞれ異なった経済的誘因か:対応するO各企業は、競争す
る他の企業よりも低いコストで生産することによる超過利潤の獲得を目的として、新技術の導入を行う。

技術革新の動機は超過利潤の獲得である。一方、大多数の企業は、実質賃金率の急激な上昇により利潤が

圧迫される時、以前は一告官の企業だけが採用していた最新の技術を導入することを強制される。もちろん、

当該の産業に属する企業すべてが、最新の技術の導入に成功するわけではない。何らかの事情により、最
新の技術を導入できなかった企業は、この産業剖-p�での競争から脱落せざるをえなし1。その意味で、技術

の普及過程は企業の生き残りを賭けた激烈な競争の過程である。

技術進歩のこの二つのF郊皆には、それぞれ他の経済制度にない資本市l隆済特有の性格が亥IJ印されてし1る。

技術革新については、資本制経済が、寸支に生産性の高い技術の生産者に対して高い幸酬を支払う経済制
度であることが推察される4。また、技術の普及過程においては、新技術の採用を経済主体が強制される点

が特徴的である。その結果、資本制経済では、新技術はある時点、を超えれば急速に普及する。

技術革新と技術の普及を含む技術進歩の全過程の進行速度を考える場合、この二つの段階のうち、どち

らを重視すべきだろうか。我々は、経済成長論の枠組みの中で技術進歩率がどのように決定されるのかと

いう問題を考えていた。この二つの段階を同時に考えてしまうと、 モデルが複雑になり、問題に関して一

般性のある答が得られなくなることが当然、予想される。それを回避するためには、どちらか一つの段階
に分析の焦点を絞らなければならない。

本章の研究課題との関連でいえば、重視すべき関皆は、技術の普お邑程である50資本告l経済の技術進歩
について非常に興味深いのは、技術的見地からは実行可能であり、かっ、効率的であっても、実用化され
ない技術、普及しない技術があるという事実である。工学的には効率的な技術であっても、費用がかかり

過ぎるという理由で寸支に採用されない技術が多々ある。すなわち、全社会的な技術進歩が、経済的要因

によって左右される。この問題は主として、技術進歩の第二段階である技術の普及過程に関わるO

第二に、上に述べたように、いくつかの革新的な一部の企業が最新の技術を導入したとしても、ただち

に他の企業も追随して同じ技術を導入するとは限らない。とすれば、たとえ、技術進歩の第一段階に関す

る研究が十分になされたとしても、それだけでは、社会全体の技術進歩について確定的なことは何も言え

ないことになる。

第二の論点については、若干の説明を要する。通常の説明によれば、最新の技術の一部の企業での導入

は、ただちに同一産業内の他の企業にその技術の採用を強制する。というのは、最新技術の導入により著
しく費用を削減することに成功した先進的企業は、現行よりわずかに製品価格を下げて、自分の製品市場

の拡張、市場シェアの拡大を計るだろう。この時、他の企業は販売市場を出藍的企業に奪われまいとすれ
ば、新技術の導入を強行し、製品価格を出隼的企業と同程度かそれ以下に下げなければならなし1。以上が

通常行われる説明6であるが、これには、いくつかの理論的難者、が含まれてし1る。まず、市場が 完全競

争下にある場合7を考えよう。完全競争下では、定義により、各企業は、あえて製品価格を下げる誘因を一

3この用語法はKennedy a.nd Thirlwa.1l[32]p56， p58による.
4この点は、 資本制経済の制度的特徴と歴史的存在意義を考える上てすド常に重要であると思われるが、 この問題は本論の主題では

ない.この問題の体系的解明は別の機会に譲る.
5Robinson[58] p96にも同様の主張が見られる.しかし、 主張の恨鎚は明示されていない.
6 Ma.rx[41]第二分冊、p159
7もちろん、 上の説明の主唱者は完全競争の仮定を置いていない。
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切持たなし1。たとえ、製品価格を下げても、販売可能な製品の数量が同じであれば、その分、利潤が下が
るだけである。完全競争の仮定をはずした場合でも、先進的企業の当面の潜在産出量に見合うだけの市場
規模が確保されているとすれば、やはり、先進的企業は価格を下げないだろう。したがって、因果関係の

前半は必ずしも成立しなし1。また、たとえ、先進的企業が価格を下げても、製品差別化などの理由により、
競争する他の企業にとって市場シェアの削減が予想されなければ、彼らは必ずしも追随しないだろう。因

果関係の後半についても必ずしも成立するものでないことがわかる。このように、理論的に見ても、技術
革新と産業内の全企業への最新技術の普及とは無条件にむすび、ついているわけではなく、 その産業の市場

競争条件によっては、先進的な企業の技術革新にもかかわらず、新技術が他の企業に普及しないことがあ

りうるO

最後に、次節で見るように、技術革新の速度も、技術の普及速度と同ーの経済的要因によって左右され
る。技術の普及過程にとって所得分配が決定的な役割を果たしているのと同様、実は、技術革新について
も、所得分配のあり方が決定的に重要であることがわかる。というわけで、マクロ的な技術進歩を考える
にあたって、技術革新の問題をまったく捨象したとしても、それによって実際上失われるものは、ほとん
どないだろう。

a上の三つの理由で、我々は全社会的な技術進歩率の決定を考える上で、とりわけ、技術の普及過程に

注目する。

8.3 技術革新

技術進歩の全過程の中で、本章は特に技術の普及過程に注意、を集中する。だが、その研究に入る前に、
技術革新についてもう少し立ち入った分析をしておく必要がある。我々は、前節で、超過利潤の獲得を目

的として行われる先進的企業の新技術導入が、導入時の所得分配の影響を強く受けていることを示唆した。
以下では、 その時々の所得分配の状況が、どのようにして、出霊的企業の新技術導入に関わっているのか
を単純な部分均衡モテ企ルを使って明らかにし、前節での示唆に理論的根拠を与えよう。

モデルを作るにあたって、次のことを仮定しよう。第一に、市場は完全競争的であるものとする。各企

業にとって現在及び将来の価格は所与である。個々の企業は、産出量を操作することによって、与えられ
た価格を変更することはできない。したがって、各企業は自分の決定が将来の価格に与える影響をまった
く無視して、現時点での産出量および技術に関する決定を行う。このようないわば近視眼的(myopic)な
企業行動は完全競争の仮定から導かれる。だから、Kennedy- Weizäckerモデルに対してSamuelson [64]が
行った批判、企業が近視眼的に行動しているという批判はまったく的はずれである80

第二に、Harrod中立型の新古典派生産関数を仮定する。その理由は、Harrod中立型の生産関数だけが、

資本-産出量比率が一定であるような均斉成長御各と整合的だからである。このことは、Diamond[9]によっ
て数学的に証明された。

Diamond[9]は、寸鮒な生産関数について上の事実を示したのであるが、その証明は決して見通しのよ
いものではない。 そこで、本論では生産関数を要素拡大的({acter augmenting )な関数

Y = F (B(t)K(t)， A(t)L(t)) 

に限定して9、上の事実よりも若干制限されているが、類似の事柄が成立することを示す。Kaldor [28]が
列挙したように、資本制経済の発展は、長期的にはいくつかの特徴を持つ成長径路に従う。その径路上で

8もっとも、Samuelsonも自分の批判に理論的難点があることに気づいている。(Samuelson[64Jp351)
9数学的に見れば、生産関数へのこの制約はか なりきついものであるが、 経漬学的にはさほど分析の対象を限定したとは思われな

い. むしろ、 この定式化によって、 技術進歩は、 よりはっきりとした意味を持つことにな る。 簡単に言えば、 技術進歩は、 かつては
10人で滑っていた仕事を1人で行うことを可能にする.
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は、資本-産出量比率は一定であり、かっ相対的所得分配率( relati ve shares ) 
TU

一
71

ω
一

れ

一一ω
 

は一定である。まず、どのような資本と労働の組合せに対しても、代替の弾力性がlであるような場合を
考えてみよう。この時、生産関数は、Cobb-Douglas型であり、当然、Harrod中立になるO次に、しゅ3な
る資本と労働の組合せに対しでも、代替の弾力性がlをとらない場合を考えよう100この時、一定の相対
的所得分配率( relative shares )には、効率単位で計った資本-労働比率の一定値が対応する。すなわち、

B!( 
AL = const 

B J( A L 
-ーーー ・4回 ・・・ーー ・・・ ・ーー・ - -園田- -11 B '!( A L 

一方、生産関数を時間tで微分して、長期的には限界生産力説が成り立っていることに注意すれば、

これより、

ト(;+4)+(1ーπ)(�+�)

が得られる。ただし、πは資本分配率を表す。経済学的理由から、o <πく1である。したがって、!(jY
が一定であるような成長径路上では、

B 
B = 0 

が言える。結局、一定の性質を満たす均斉成長径路を資本制経済がたどる限り、生産関数は Harrod中立
でなければならないことがわかるO

我々は、Harrod中立の生産関数を採用する理由については、本命の課題に比して、長々と述べ過ぎたの
かも知れなし1。しかし、本章では、以下、生産関数を Harrod中立型に限定してしまうから、その十分な
根拠を示しておく必要があった。

以上、二つの仮定、すなわち、完全競争と Harrod中立型の生産関数のもとで、各企業は、技術革新の
便益と費用を勘案しつつ、望ましい技術進歩率の水準を決定する。完全競争下では、初めて新技術を導入
することによる革新的な企業の利益は、資本と労働の投入室を不変とすれば、産出量を増加させることに
よる超過利潤の獲得である。資本と労働の投入量を不変とすることは、労働の完全雇用と資本設備の完全
稼働という新古典派の仮定と整合的である110もちろん、増加した供給に見合うだけの需要は常に市場に
見いだされる。完全競争下では、先に述べたように、この先進的企業は製品価格を下げる誘引を持たない
ばかりか、将来の価格下落を予想することもできなし'0

一方、技術革新の費用はどのように考えたらよいだろうか。第8.1節で強調したように技術が機械設備
に体化されているとすれば、技術革新は、新技術を備えた機械設備の導入を意味する。だとすれば、技術
革新にかかる費用とは、最新鋭設備の費用であると考えるかもしれない。しかし、これは正しくない。新
技術を備えた最新鋭設備の費用は、あくまで追加的な機械設備にかかる費用であって、技術革新に要した
費用ではない。実際、寸交に生産要素への幸悶刑カ結果的にその正の限界生産力に等しく決定されていると
すれば、後にみるように、どんなに高度の技術革新を行ったとしても、それに伴う機械設備の費用増加分
は必ず回収される。より正確には、追加的機械設備1単位もそれ以前に使用された機布般備l単位と同様、
均等利潤率を革新的な企業にもたらすだけである。

10もちろん、 これですべてが尽くされるわけではない. 残されたのは、 ある資本と労働の組合せについては、 代替の弾力性が1で
あるが、月IJの組合せに対しては、 1をとらない場合である. だが、 このような場合は考察の対象外とする。

11革新的な企業が追加的な資本設備と労働の投入を必要としているならば、 その必要量は完全雇用と設備の完全稜働を前提する限

り、 他の一般的な企業から奪い取らなければならない。 この方法、 メカニズムについて解明することは、 ここでのの理論的抽象度を
超えるものである.
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I匂nnedy[31]は労働生産性の上昇率と資本設備の生産性の上昇の聞の相反関係を技術革新可有日生フロン

ティア( innovation possibility frontier ) として定式化した。ここでの文脈に即して言えば、労働生産性

の上昇を高めるために、そうしなければ達成できたであろう資本設備の生産性の伸びを抑えるという機会
費用を払わなければならなし1。したがって、企業は、二つの生産性上昇率の閣の代替関係を念豆買に、超過
利潤を最大にするように技術進歩率を決定する。しかし、以下の第 8.4節で詳しく検討するように、この考
え方は、重大な理論的問題を含んでいる。

そこで、我々のアフ。ローチは、技術革新に伴う研究開発費用を明確に考慮することである。第一に、新
技術開発には、正常利潤の一部が使われなければならないだろう。なぜなら、技術は機械設備と不可分に
結びついているので、その開発にかかる費用を負担するのは、機械設備の所有者だからである。第二に、

企業が研究開発にかける費用は、獲得される技術が高度になればなるほど増加し、また、より効率的な技

術の一定量を獲得するために必要な費用の増加分はますます大きくなるだろう。技術進歩率A/Aをαとす
れば、技術開発にかける費用Cは、

C = A(α)rI( A' > 0， A" > 0 (8.1) 

と表される。ここでrI(は正常利潤で、ある。
一方、他の追随的な企業は、新しく開発された技術を追加的な開発費用なしに手に入れることができる

ものとする。言い換えれば、技術開発競争における二番手以下の競争者は、一番手の開発した技術を即座

に模倣することができる。これは単純化のための仮定である。

それゆえ、仮に技術がどんな時でもただちに同一産業部門内の全企業に普及するとすれば12、革新的な

企業が超過利潤を取得できるのは、 ごくわずかな時間だけである。実際、他の追随的な企業は、模倣した

新技術を使って、先新的な企業と同じ産出量を得る。

このように、革新的な企業は、 ごく短い時間、超過利潤から研究開発費を51いた純超過利潤を取得する
ことができる。数学的には、革新的な企業が得る超過利潤は、

Y - wL -rI( -C (8.2) 

と表されるだろう。完全競争の仮定より、実質賃金率ωおよび利潤率Tは所与であるO第一項は産出量の

増加分を、第二項は賃金コストの増力的?を表す。第一項から第二項をひいたものが、利潤の増加分である。

第三項rI( は、増加した資本設備がもたらす平均利潤分である。このうちいくらかは革新的企業にも帰属

するだろうが、本節のモデルの仮定だけでは、この帰属分を確定することはできなし1。そこで、革新的な

企業の帰属分を含む平均利潤増加分すべてを利潤増加分から差し51く。こうして得られるのが出藍的企業

の超過利潤である。さらに研究開発費を差し引けば、先進的企業の純超過利潤が求まる。

ところで、我々は、Harrod中立型の生産関数

Y = F (I((t)， A(t)L(t)) 

を仮定していたから、限界生産力説の成立に注意すれば、(8.2)式は

日Lα- A(α)r I( 

のように書き直せる130今期の産出量Yは革新的な企業にとって所与だから、技術革新に際してのこの企
業の目的関数は、両辺をYで割って、

(1ーπ)α- A(α)π 

12普及過程の問題は次節以降で取り級う.
13この式が示しているのは期待利潤の額である。というのは、 もし、 仮に技術革新が全企業で一斉に行われれば、 均等利潤率と実

質賃金率がともに新たな水準に調整されて、純超過利潤は消滅するだろうからである.
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としてよし1。革新的企業はこの目的関数を最大にするように技術進歩率αを決定する。
最適化問題の一階の必要条件は

(1ーπ)- A'(α )π=0 

であり、さらに π> 0 だから、二階条件も満たされる。この式は、技術進歩率αが労働分配率1ー宵に依存

していることを示す。実際、すぐにわかるように、A" > 0だから、技術進歩率は労働分配率の増加関数で

ある。
限界生産力説が成り立つ限りで、労働の効率を高める技術進歩は、より正確には、労働投入に対して要

素拡大的であるような技術進歩は、労働コストの産出量に対する割合が増えば増えるほど、より高い収入
を企業にもたらす。ただし、我々は終始一貫して生産物はすべて売り切れるものと仮定した。この収入の

増加は、より高度な技術の開発に要する研究開発費をまかなうに足るものである。こうして、労{秘?配率
の上昇が革新的企業の技術進歩率の向上に結び、つく。

一見、基礎科学の発展や偶然によって支配されているように見える技術革新が、資本制経済では所得分
配の影響を強く受けていることがわかる。

8.4 資本設備に体化された技術

技術が機械設備に体化されていることを重視し、そのことの経済学的含意について考察したのは、Marx
である140Marx [41]は、技術進歩と同時に、資本-労働比率が上昇すると主張した。

Marxの示唆を受けて、問題をより厳密に定式化しようと試みたのはKaldor [27]である。彼は、労働生
産性の上昇率と一人あたり資本の変化率との聞に一定の関数関係があると考え、技術進歩関数 ( technical 
progress function )を提唱した。

Y L {!{ L \ 
Y L- χ \ !( - L ) 0<χ' <1 χ(0) > O. 

さらに、Kaldor[27]が当初、していたように、χが凹関数で‘あるとしよう150

χ11 < O. 

この時、労働生産性の上昇率、資本生産性の伸び率をそれぞれ、p，qとすると、

p=χ (-q + p) 

となる。この式から、資本生産性の伸び率qは労働生産性の変化率pの関数であることがわかる。

q = 8 (p) 8' < 0， 8" < 0 

この関係は、Kennedy[31]の技術革新可能性フロンティア ( innovation possibility frontier )と同一であ
る160したがって、非線型の技術進歩関数は、技術革新可有国生フロンティアに帰着する。言い換えれば、技

術進歩が、資本ー労働比率の上昇、機械化の進行を伴うという主張は、もし正しければ、資本設備の生産性
と労働の生産性の上昇率の閣の相反関係に理論的根拠を与えるものである。

さて、技術進歩関数によれば、資本ー労臥比率が一定ならば、労働生産性も一定となる。逆に言えば、労

包性産性が変化する時には、必ず資本-労働比率が変化する。すべての労働生産性の変化は資本ー労働比率の

変化に起因し、それ以外の要因は存在しない。したがって、ほかでもないこの点に関しては、技初進歩関

HMa.rx[41]第三分冊、p205
15線型の技術進歩関数は、Cobb-Dougla.s型生産関数になる. ( Bla.ck[3]， AIIen[l] ch13 ) 
16このことは、 Kennedy[31]自身が気づいている。
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数は、Kaldor[27]の批判している新古典派生産関数と同ーの性質を共有しているのである17。しかし、真
の意味での技術進歩とは、投入される資本と労働の量が同一であっても、生産される財の量が増えること
であるとすれば、技術進歩関数はこの意味での技術進歩をまったく説明していないことになる。

これに対して、Samuelson[64]、Drandakis and Phelps[lO]は、要素拡大的 ( fa乙tor augmenti刊)な技
術進歩を考慮した生産関数

Y = F (B( t)K( t)， A( t)L( t)) 

を考えた。この時、労働生産性νは、

y
/ B(1)K(t) 九

= -_ = AF I - '， - �-_- : - l • 1 1 
\ A(t)L(t) ' ソ

と書けるから、効率単位での資本，労働比率 BI(jALが一定でも、労働の効率 Aが変化すれば、労働生産
性も変化する。Kaldor[27]やIくennedy[31]が、労働生産性の上昇の原因をもっぱら、資本ー労働比率の変化
に求めたのに対して、Samuelson[64]、Drandakis and Phelps[10]は、資本と労働の間の代替によらない
労働生産性の上昇に注意を集中したのである。Kennedy[31]の考え方に触発 されて、彼らは、効率単位で
の資本-労働比率一定のもとで、資本設備の生産性の上昇率と労働生産性の上昇率の聞に代替関係があると
仮定した。これが前者の技術革新可台出生フロンティアに対する後者の発明可台E性フロンティア ( invention 
possi bili ty fron ti er )である。この条件のもとで、資本設備の生産性の上昇率、労働生産性の上昇率はそれ
ぞれ、BjBとAjAになるO両者はまったく別のもので、あるOただし、代替の弾力性が決して1をとらなけ
れば、相対的所得分配率( relative share )が一定の時、両者は一致する。なぜなら、この時、効率単位で
の資本-労働比率は一定となるからである。

では、なぜ、資本設備の生産性の上昇率と労働生産性の上昇率の聞に対抗関係があるのか、これは工学
的事実なのだろうか。この点に関する十分な説明はなされていないように思われる。

ともあれ、Drandakis and Phelps[10]は、発明可台出生フロンティアを使って、超過利潤を最大にするよ
うな企業の技術革新の結果が、Harrod中立型の技術進歩に落ち着くための条件を明らかにした。ところ
が、均衡点に行き着き、技術進歩が Harrod中立という形態をとってしまうと、その時の技術進歩率は外
生的に与えられる。したがって、彼らの定式化は、技術進歩がHarrod中立であるという前提の下で、技
術進歩率がし1かに決定されるのかという問題を考えるにあたって適切なものとは言えない。

Marxが、技術が資本制経済では資本設備に体化されていると強調したことは正しかった。しかし、こ
のことから、技術進歩が必然、的に資本労働比率の上昇を伴うという誤った結論を導いたために、彼は、以
後の議論を大いに混乱させてしまった。問題は、たとえ資本と労働の投入量が同一であっても、なお産出
量が増加するような技術進歩に関して、その程度がどのように決定されるのかを明らかにすることである。
だから、この問題は、直接には資本と労働の代替とは別問題である。

技術が機械設備に体化されているとすれば、この問題に対する最も自然なアプローチは、資本-労働比率
の変化によらない労働生産性の上昇が、資本設備の増加率に依存すると考えることであろう。数学的に定
式化すれば、 -

K一
Kγ

 
一一

・
A一
A

0<γ< 1 (8.3) 

とすることである。形式的には、この定式は、Arrow[2]やSheshinski[67]のLearning by Doingモデルの
定式と同一である。しかし、経済学的意味づけはまったく違う。Learning by Doingモデルでは、労働者
の経験が技術進歩の主要因であり、資本設備は経験の蓄積の指標としてのみ使われている180一方、我々
は、この定式化を技術が資本設備に体化されているという事実から直?妾導く。

最後に、我々の定式とVintageモテソレとの関連について触れておこう。Vintageモデルの問題意識は、
生産効率の異なる機械設備の共存がもたらす諸問題について分析することである。たとえば、Solow[71]で

17Bla.ck[3]が正しく指摘したように、 技術進歩関数は、 新古典派生産関数より一般的である。
III Arrow[2]がVinta.geモデルをつかっていることは、本質的な事柄ではない.
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は、生産効率の異なる機械設備の聞での労働量の配分の問題等が論じられた。しかし、本論はこのような
問題を完全に捨象するO我々のモデルでは、古い旧式の機械設備が毎期毎期更新されて、最新のものに入
れ替わる。したがって、効率の異なる資本設備の共存はありえない。ただいこの更新は、機械設備の固
定性によりやや緩慢に進行する。

8.5 技術進歩率と労働分配率の動学モデル

技術が機械設備に体化されていれば、結局、技術進歩率は、資本蓄積によって規制されるO一方、一定

の条件下では、資本蓄積は、資本と労働の代替関係に強く依存する。機械設備の固定性により、この代替

関係が緩慢に推移すれば、二つの運動は同時に進行するだろう。その結果生じるこつの運動の相互作用は

どのようなものだろうか。

実質賃金率の急騰の結果、労働コストの急激な上昇が生じ、利潤が圧迫された時、企業はどのような行

動をとるだろうか。第一の選択は、生産方法を変えずに、そもそも実質賃金率の高騰の原因であった資本蓄

積率を抑えることである。第二の選択は、雇用量を減らすような生産方法に変えることである。Marx[41]

は、特に第一の選択を取り上げて、資本制経済には、実質賃金率をその経済体制の許容範囲に納めるよう

なメカニズムが存在することを明らかにした。Goodwin[16]は、Marxの議論を厳密に数学的に定式化し

たものである。我々は第二の選択について考察しよう。

今、効率単位での資本ー労働比率
l- J( 

AL 

が一定であるような生産方法に従っている企業が、急激な実質賃金率の上昇に直面したとしよう。もし、

実質賃金率の上昇率が労働生産性の上昇率を上回れば、資本分配率は低下し始める。この時、この企業は、

雇用量を自i賊し、効率単位での資本-労働比率を高めるよう努めるだろう。効率単位での資本ー労働比率が一

定のもとでは、労働生産性は労働効率 A に比例するから、選択時点での労働生産性の代理変数として労働

効率を使ってもかまわなし1。したがって、企業の上述の調整過程は以下のように表される。

\12112/
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nrv Ó > 0 (8.4) 

ただし、αは労働効率Aのは労働効率 A の変化率であった。以下の議論を単純にするために、我々は、上

の式の労働効率 A の変化率αをこの経済体系の均衡での値♂に固定する。後で、この仮定をはずすが、各

企業が、それぞれの時点での労働生産性を正確に知りえないとすれば、その代わりに、各企業が労働生産

性の一つの近似値として均衡値♂のみをを知っていると考えることは、けっして不自然ではないだろう。

形式的には、(8.4)式は以下のものと取り替えられる。

;=60-α・)， Ó> o. 

さらに、実質賃金率ωが、労働市場における雇用率v'こ応じて変動すると考えよう。

!と=一α+ bv， 
W 

α> 0， b > O. 

これを直前の式に代入して、
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を得る。

次に、我々は技術が資本設備に体化されていることを仮定しているから、前節の議論より、以下の式が

成り立つ。 -
K一
K守，

一一
-

A一
A

0<γ< 1 (??) 



81 8.5. 技術進歩率と労働分配率の勤学モデル

さらに、生産関数を特定化して、Cobb-Dougla.s型とする。

Y = J(1-ß (AL l 

今、貯蓄率 sが 一定であるとすれば、
J( sY D 

!( 
= 

J( 
= s{ r (8.6) 

であるO
この時、雇用率の変動はどのようになるだろうか。雇用率Uの定義より、

-
N一
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・
L
一
L

一一
-u一
ν

である。ただし、Nは人口を表す。ここで、人口成長率九を一定としよう。(8.3)に注意すれば、
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最後に、(8.5)、(8.6)を考慮すれば、

: =(1ーγ)s!.-ß -ó(一α+bvーα・)ーη

を得る。

変数変換して、

m = se-ß 

としよう。すると、二つの勤学方程式はそれそごれ

ßó(α+α・)-ßóbv 一
-
m一
m・u
一
U

(1 -γ)sm -óbv + ó(α+♂)一九

となる。経済体系はこの勤学方程式に従う。また、この方程式は、Volterra-Lotka方程式を拡張した形に

なっている19。方程式の均衡点を(m・，♂)とすれば、

一一

であることがわかるo (8.5)と (8.6)を組み合わせれば、技術進歩率の均衡値♂も容易に求まる。

. ηγ 
α = 一一一一一

1 -γ 

民腕状態における技術進歩率は、Sheshinski[67]モテ。ルのそれと一致する。さらにこの均衡の近傍で経済体

系は漸近安定であり、しかも、効率単位での資本-労働比率の調整係数6が、

-


η
一
α

MW一
+

一
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の範囲にあれば20、均衡点、は、渦状点(focus)であることがわかる。(数学注C参照、〉

企業は、実質賃金率の 上昇に際して、効率単位での資本ー労働比率を上昇させ、これに対処する。ところ

で、貯蓄率 sと現時点での資本-労飢比率、および労働の効率が与えられた時、(8.6)より資本成長率は所与
19Hirsch and Smale[24] ch12 
20この制約は、 資本労働比率の調整が緩慢にしか進まないことを意味している.我々は、 機械設備の固定性を認めているから、 こ

のような制約を加えることに問題はなかろう.
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であるから、調整はもっぱら、雇用量の伸び率の抑制という形をとる。雇用の伸び率の抑制によって、効
率単位での資本ー労働比率は徐々に上昇し、同時に、技術進歩率も向上するだろう。それに加えて、労働需
要の低左は、労働市場の綜合を、一時的にせよ、緩和し、実質賃金率の上昇を押え込むだろう。ところが、
利潤分配率の上昇に刺激された資本成長率の改善が雇用率の上昇を伴えば、労働市場は再度逼迫しはじめ、
実質賃金率は上昇するOこうして、再び上の過程が繰り返されることになるO

もう一度、(8.3)、(8.6)に注目すれば、
α=s γm 

であることがわかる。経済体系の運行に従って、mが振動するから、技術進歩率αもやはり、均衡水準♂
を中心に上下に振動するのである。一方、実質賃金率も、一定の成長率♂を保つ成長径路の周囲を循環し
つつ伸び、続けるO長期的な実質賃金率の伸びは、技術進歩率に規制される。

こうして、技術進歩率は、実質賃金率の変動との相互作用で循環的な振動を繰り返していくことがわかっ
た。特に、各企業を合理化と機械化に駆り立てているものは、実質賃金率の急激な上昇である点か重要で
ある210

長期均衡点において、我々は、実質賃金率が労働の限界生産力に等しいと仮定したが、それ以外の点で
は、実質賃金率は労働市場の需給バランスに委ねられる。したがって、長期均衡点以外では、寸立に限界
生産力説は成立しない。限界生産力説が成り立つ限り、Cobb-Douglas型生産関数のもとでは、労働分配率
包は一定値Pをとる。ところが、このモデルにおける労働分配率は必ずしも一定ではない。労働分配率の
定義より、

û w L Y 
- - ー 一一 一
包 w ' L Y 

勤学方程式と生産関数の形状に注目すれば、さらに、

竺= b [1ー(1-ß)5] (νー♂)+α・ーαu 
を得る。よって、α=α・かっν=♂であれば、労働分配率uは一定になるが、均衡点以外では、一般に、
也#0であり、労働分配率は一定ではなし1。

8.6 モデルの修正

前節のモデルを構成するにあたって、我々は、留保条件をーっつけておいた。それは、各企業が、技術
進歩率の均衡値を参考にしながら、効率単位での資本-労働比率の改定を行うという仮定に対してであるO
このように仮定した理由は、それぞれの企業が各時点での社会全体の技術進歩率を正確に知ることはない
と考えたからである。その代わり、 まったく不合理とは言えない予想値として技術進歩率の均衡値を用い
た。さて、逆に、各企業が各時点各時点での社会全体の技術進歩率を正確に知っているとすれば、前節の
宗吉論は大幅に修正されなければならないのか。この疑問に答えよう。もっとも、二つの仮定はそれぞ、れ極
端な場合を想定しており、現実には、その中閣の事態が生じていると考えるのが妥当である。

当初の効率単位での資本-労働比率の調整式 (8.4)にもどろう。

\KBEt-/
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すると、動学方程式は以下のように修正される。
m αß5 -bß5v + ß5γsm 
7九

三 = [1-γ(1 -5)] smー(η-5α)-5bv 
v 

21 Robinson[S8]p96 



8.7. 勤学径路の解釈

この体系の均衡点(m・，♂)は、

C(l� ，)' Hα+41 ) s(l -γ ) ' 
b \� I 1ーγ))
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であり、前節とまったく同じである。均衡点が局所的に漸近安定である点も、以前と同じである。また、効
率単位での資本-労働比率の調整係数6が、一定の範囲、具体的には、

0<8< 竺α 
にあれば、十分大きな労働分配率の均衡値O<ß<lに対して、特性方程式の判別式は負になる。(数学注
参照) したがって、前節と同様、均衡点の周囲での循環が観測される。

要約すれば、効率単位での資本-労働比率の調整料委慢であり、かっ、均衡点での労働分配率が十分高け

れば、前節の結論は保持されるO

8.7 動学径路の解釈

動学モデルにおける時間の一単位をどのようにとるかによって、モデルの経済学的意味は非常に異なっ

たものになるだろう。もし、我々のモデルの時間の一単位を、たとえば1分とか1時間とかにとれば、経
済諸変数の調整は急速に行われるから、事実上、経済は勤学モデノレの均衡点にあると考えて差し支えない
だろう。その場合、経済は、常に Sheshinski[67]モデルの均衡成長径路上を成長し続ける。

しかし、我々は、このような解釈をとらなし1。反対に、我々のモテ矛ルの時間のー単位は非常に長く、そ
れゆえ、均衡点は人々の関心の及ぶ範囲では、達成されることはない。経済は常に均衡点の周囲を巡回し
ている。理論上は、巡回しつつ、均衡点、に近づかなければならないのだが、その程度はとるに足らないも
のである。実質賃金率は循環的成長を続ける一方、失業率と技術進歩率は循環的振動を繰り返す。経済成

長は、Sheshinski[67]モテリレの均衡成長径路を中心lこした循環的径路をたどるだろう。

本章の主要な結論は次の点であるO第一に、資本制経済における技術進歩は、技術革新の場合も、また、

これが特徴的な形態であるが、技術の普及過程でも、その時々の所得分配によって規制される。特に、実
質賃金率が上昇し、労働分配率が高まる時に、社会全体の技術進歩が促進されるのである。第三に、この
ことは、資本制経済における技術の支配的な形態が機械設備に体化された技術であるという事実と不可分
に結び‘ついているO

最後に、本章の勤学モデルに対する誤った解釈を防ぐために、モデルの仮定について注意を喚起してお

く。モデルの勤学過程は、人々の主体的営為から完全に独立に進行しているのではない。とりわけ、実質

賃金率の高騰に直面した企業が、種々の社会的圧力に抗して、雇用率の伸びを抑えることに成功したとし
ても、そのことが自動的にこの企業に技術進歩を保障しているのでないことは言うまでもなし1。新技術の
導入は各企業の主体的行動にかかっており、これに失敗する可有国生は大いにありえるのである。実際、失

敗した企業はその産業部門の競争から脱落する。我々が研究したのは、常に各企業が新技術の導入に成功
したとしたら、その帰結がどのようになるのかということであるO

したがって、つぎのような疑問には答えていなし1。第一に、新技術の導入にあたり、企業はどのような
困難に直面するのか。第二に、その困難を克服するためにどのような手段が利用可能なのか。この疑問に
答えるためには、これまでの分析で全然触れなかった制度的諸問題についても言及しなければならないだ

ろう。最後に、もし、どの企業も本論で想定した水準の新技術を導入できなかったとしたら、国民経済は
どうなるのか。これらの疑問は、今後に残された課題である。
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Chapter 9 

資本制経済の段階理論に向けて

9.1 はじめに

各企業が、必要な時にはいつでも、新技術を導入できるという前提のもとに、我々は、これまで分析を

進めてきた。しかし、この前提が常に成立するものでないことは明らかであろう。実際に新技術がどのよ

うな状況で導入されるのかを知るためには、前章の最後で触れたように、第一に、新技術の導入に際し、

各企業はどのような困難に直面するのか、第二に、その困難を克服するのにどのような手段が講じられる

のかが解明されなければならなし1。この二つの問題に全面的に解答することが本章の目的ではなし1。本章

では、ただ解答を素描し、今後の議論の展開方向を示唆するにとどめる。

9.2 新技術の導入に伴う困難

雇用の増加によって労働分配率が上昇し、今までと同じ生産技術のままでは、やj潤率が低下するという

状況では、出霊的企業のみならず、大多数の寸交的な企業にとって、新技術の導入が要請される。けれど

も、必要とされる新技術がいつでも何の困難もなく導入できるわけではない。

だいいち、高騰する実質賃金率に抗して利潤率を引き上げるのに十分な新技術がその時すでに発明され

ている保証はなし1。前章のはじめに述べたように、労働分配率の上昇は、技術革新を促すーっの要因であ

るO だが、技術革新はもっと広範な技術的、社会的要因からも強い景獲を受けている。研究設備の充実、研

究技祢渚の育成、研究開発組織の運営形態等の条件も技術革新の動向を左右する。

また、たとえ、必要な新技術が手もとにあったとしても、各企業がそれを採用できないこともあるだろ

う。新技術が導入が要請されるのは、まさしく利潤率が低下するような状況であり、そのような状況下で

は、新技術を体化した新鋭資本設備の購入資金が不足することが考えられる。というのは、利潤率の低下

は、資本設備の稼働率が改善されない限り、企業の内部留保を抑制すると同時に、信用の低下を通じて、企

業の外部資金調達を困難にするからであるO

一方、寸立に、より高度な技術は、物理的に見てより大きな資本設備に体化されている。だから、新技

術の採用は、以前にも増して多額の資金を必要とするだろう。新技術の導入にかかる費用の増大と、それ

に要する投資資金の不足は、各企業の技術選択にとって大きな障害になろう。

上で述べた購入資金は、資本設備の購入費用との比較で考えられなければならず、その意味で実質量で

ある。もし、金額表示の購入資金額が不足しているのであれば、資本設備の購入費用額がそれに見合う分

減少するだけだろう。購入資金額が減少するにもかかわらず、資椴備の購入費用額が十分に下がらず、そ

れゆえ、新しい 資本設備を手に入れることができないとすれば、その理由は、既存の資本設備を所与とし

た時の資本設備総量の系色対量の不足にある。各企業の規模が同程度であるような極端な場合を考えてみよ
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う。収穫逓増の仮定から、新鋭資者支備には、技術的に決まる一定の最低規模、あるいは最断、要投資量が

存在する。いま発生している事態は、各企業が一斉に新鋭資本設備を購入しようとし、各企業の需要量の

忠信十が、現存の資本設備と労働で供給できる最大量、潜在産出量を超過している状態である。この時、各

企業の規模はほぼ同程度であるから、どの企業も新鋭資本設備を購入することはできなし、。見方を変えれ

ば、現存の企業数が、新技術を導入しうる企業の最大数を上回っているのである。新鋭資本設備が一定の

最低規模を満たさなければならない以上、所与の資本設備と労働に対し、その新鋭資本設備を使うことの

できる最大の企業数は、 企業規模が同一であるという条件下では、潜在産出量を技術的最低投資量で割っ

た数に等しし、。現行の企業数が、新技術を導入可能な最大企業数を上回っている時、各企業は新鋭資本設

備をめぐる激しい争奪戦を展開するだろう。それは、各企業の生き残りを賭けた競争過程であるO各企業

の資金量が不変である限り、いずれの企業も新鋭資本設備の導入には成功せず、争奪戦の続く問、投資は

低迷する。

投資の-泌塁により、有効需要の不足が持続する時、経済はどのような状態に陥るだろうか、その詳細な

分析は非常に興味深い研究課題であるが、本章ではこれ以上踏み込まない。ともかく、利潤率の低下と投

資需要の不足は、資本制経済の再生産を妨げるという意味で、資本制経済の経済的な危機を招くだろう。

必要とされる技術進歩の停滞にともなう経済危放が引き起こされる可台出生がある。

最後に、各企業の規模がほぼ同程度であるという極端な仮定は、もう少し緩めてもかまわない。主要な

産業の多くの企業で、技術的最低投資重を調達できない時、危機が引き起こされるO

9.3 経済危機を解決する手段

危機は、資本制経済の決定論的破綻を意味するものでは決してなし、。実際、以下の三つのいずれかが満

たされた時、資本制経済は危機から脱け出すことができる。

第一に、資本制経済が新たな経済的諸制度を倉|肢し、新しい形態の困難に対応できた時。この時、資本

市民至済は新しい段階に移行する。創設された新しい制度を使って、いくつかの企業が統合された結果、技

術的最低投資重を調達可能な規模の新企業が十分な数、育成され、以前より高い技術に対応できる経済組

織が用意された時、危機は解決され、資本制経済は再び発展を開始するだろう。株式会社や証券市場等の

金敬的諸制度は独占資本主義段階への移行において、こうした資本の集中のために準備された制度の一例

であるO創設された制度が機能する限りで、資本制経済の一つの段階が画される。

第二に、資本制経済以前の諸制度を復活させることによって、新しい形態の困難に少なくとも-a寺的に

対応できた時。

第三に、資本制経済にとって代わる新しい経済体制に移行できた時。資本制経済の危機は、この場合、

単に資本制経済を前提にした従来までの諸制度を変革するばかりか、前提そのものである資本制経済の生

直羽係を変革してしまう。

三つの条件のいずれかが選択されなし1かぎり、危機は持続する。繰り返しになるが、危機の発生は、資

本制経済の崩壊を意味するものではなく、危機からの脱出の方向も残されている。ただし、いずれの選択

がなされるかは、特に支配階級と被支配階級の主体的営為と力量の問題である1。

危機と産業循環上の恐慌とは明確に区別される。なるほど、資本制経済は危機にある時、しばしば長い

不況を経験する。しかし、産業循環上の恕:慌や不況は同ーの経済制度内の微細な調整である限り、危機を

引き起こすことはなし\0

l我々は意図的に主体的要因を重視し、 決定論的な予言を排除している。
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技術の普及が円滑に進行するためには、技術進歩を支える経済的諸制度、具体的には、技術的最低ど要

投資量を調達可能な企業を成立させる金融的諸告l肢が必要である。 したが っ て、持続的な技術進歩の条件

を探るためには、資本制経済発展史上の特定の金融的諸制度の機能と限界に関する研究が不可欠である。

本章での議論の展開から示唆されるように、それは、資本制経済の経済的諸段階と危機の理論的分析とな

ろう。特に、労働分配率の上昇局面で技術進歩が多くの企業に強要されることを考慮すれば、新技術の導

入の成否は資本制経済の存続にかかわる重大問題である。
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Appendix A 

第6章の数学注

Á.l 

労働者の非余暇時間の分割u・は、

♂=1-�+ρ(1 -ß) 
{σ+ß(1ーσ)}5

したがって、5(1ーσ)<ρ<σ/(1ーのであれば、

o < u.く1

となる。

Á.2 

実際、 この問題の最適成長径路上では、(6.6)、(6.10)より、

k 0， β 一+ ーと - p = -5 一二一-=-u・<0k ' 01 r - 1 - ß 

であるから、
tum Kol exp(-pt)=0 

司-+00

が言える。同様に
nu
 

--ny
 

p
 

x
 
e

 
つaAU

 
A
 

mゆ
ドU
一

が導ける。

Á.3 

実際、2=岩7 とおく と、
dl lf(e) 1 、> O. 
ds s f(l.) - ff'(l) 
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Á.4 

実際、
dl. f(l)f 、n
ds s[f(f) - er(e)]〆M

Á.5 

一存在一

新古典派生産関数 は以下の条件を満足している。

f(O) = 0， 

f'(O) = ∞， 

このことと中間値の定理より、動学方程式(6.19)、

1. = sf(l.)一{sf(l)}μe - nl. 

f(∞)=∞， 

f'(∞) = O. 

、、目』，，，QU
 
1ょ円。/SEE、

には定常解が存在することがわかる。
一一意性一

(6.19')の右辺をψ(1.)とおくと、

〆(1.)= sf'(I.)一{sf(!.)}μーμ{sf(!.)}μー1 • sf'(l)l -n. 

定常解 1.*> 0での〆(l)の制面は、

f(1.*) -1.* f'(1.*) ( � L I /) * μ 〆 一{Sf(l*)}Jl-l . Sμf'(I.*)1.* < 0 

となる。これと fの連続性から、fの一意性が言える。
一大域的安定性-
fの連続性より、定常解は l> 0の範囲で大域的に安定であることがわかるO

Á.6 

( 6.20)、(6.21)を全微分して、行列表示すると

[ 1 -Vl 一円I I dg I I 0 I I I V I = I I ds 
-1. sf'(l)-g II dl I I -f(l) I 

が得られる。係数行列の行列式Dは、(6.21)を考慮して

D=-jU(f)一仰)] - j-LsfJl gμγ(f) 

だから、負である。ここで Oくμくlに注意すれば、

dg f(l) .w-l _ u _  r. マー = 一一一一 μc g ' /' U 
ds D r v 

dl 、 f(l)九、n一一一一
ds 

-
D g

-



A.7. 

A.7 

( 6.37)、(6.27')、(6.38)からなる方程式系を全微分して、行列表示すると
[1-M O||dαI I 0 I 

o -mηνηー1 I I dg I = I 0 I ds 
-s yß2 gβ2 J L dy J lαI 

となる。係数行列の行列式Dとすれば、0< y < 1としているから、

これより、

を得る。

D = -s(l -ß)mηyηー1 + (1 - ß)gß2 + ß2m77Yη 

=手(1 -η)(1 - ß) + ß2m77Y'1 

> O. 

dα > 0， 一一ds 
η-1 dg α m77Y.' -

> 0， 一一 D ds 
α(1 -ß) > 0 dy 

一一 D ds 
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Appendix B 

第7章の数学注

B.l 

(7.14)を全微分すれば、

d而 J'・(ぬ+市)、 � > 0 
ds s f 
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Appendix C 

章の数学注第8

C.l 

本文で検討した勤学方程式は、拡張されたVolterra-Lotka方程式である。
-
2
一
z -
U一
U

α11Xーα12Y+α13 一

α21Xーα22Y一α23一

α11， α12， α13， α21， α22 > 0 

均衡点(♂， y.)は、

。一α11X• -α12Y. +α13 

。一
• • α21X ーα22Y 一α23

を満たす。

均衡点の近傍で上の微分方程式を線型近似すると、

『aEa'BE'B'''EEEBEE

-


Z

u

 

-


Z

U

 

Fa'EaEEEa』EE--EaEL守tEt'EEEEEEEEE4

--

-
z

u

 

可A

n，e

円4

ワ・

α

α

 

一
一[ij;:;:;l=[:;:;: 

この場合の線型化行列をAとすると、

-/5(α+♂ ) < 0 

ß/5π(α+α・)> 0 

一一TrA 

第8.5節の場合はα11 = 0にあたるO

一DetA 

この点の近傍で漸近安定となる。 さらに、特性方程式のやj別式をムとすしたがって、均衡点(mぺ♂)は、
れば、

ム= /5(α+α・)[/5(α+α・)- 4ßn] 

したがって、/5 > 0が十分小さければ、すなわち、

-


丸
一
α

MW一
+

-
α
 

<
 

fu

 

<
 

nU

 なれば、ムくOとなり、渦状点(focus)であることがわかる。また、/5 > 0が十分小さければ、TrAの絶

対値も小さくなり、均衡点への接近も緩やかになる。
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一方、第8.6節の場合、O<ß<lに注意すれば、線型化行列Aに関して、
| ηγ | TrA = 6什一(ß-1)一α 1 <0II一γ |

山= 叫α+凸) > 0 

となる。さらに、判別式ムは、

ム= (岳r (ß一げ一空子(ß-1) + 62 a 2 -ω (α+凸)
こ こで、x=β-1とすれば、この式の右辺は、

バX)= (岳r X2_ 陛トベα+凸) 1 X + f?a2 _ω (α+弐)
となる。すると、

1 ( -1) = 62 ( � +α ) > 0 \1一γ /
したがって、0<ヨß<lに対して、ム<0になるためには、1(0)< 0であればよし1。すなわち、

1(0) =ゐ(6α-4n)一4π6_!!:J_ i一γ
だから 、6α<4η ならば、1(0)< 0となる。

この時、1(X)= 0に対応するFの値をFとすると、

FくPく1

に対して、判別式 ムは負になる。すなわち、6が

0<6<竺α 
であれば、十分大きな労働分配率の均衡値Pに対して、均衡点(mぺ♂) は、渦状点( focus )になる。
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